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    令和４年２月松江市議会予算委員会記録 

 

１ 日 時  令和４年３月３日（木）午前９時59分開会・開議 

２ 場 所  本会議場 

 

本日の会議に付した事件 

 議 第41号 令和４年度松江市一般会計予算 

 議 第42号 令和４年度松江市国民健康保険事業特別会計予算 

 議 第43号 令和４年度松江市宍道国民健康保険診療施設事業特別会計予算 

 議 第44号 令和４年度松江市後期高齢者医療保険事業特別会計予算 

 議 第45号 令和４年度松江市介護保険事業特別会計予算 

 議 第46号 令和４年度松江市企業団地事業特別会計予算 

 議 第47号 令和４年度松江市公園墓地事業特別会計予算 

 議 第48号 令和４年度松江市鹿島町恵曇・講武・御津・佐太財産区特別会計予算 

 議 第49号 令和４年度松江市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

 議 第50号 令和４年度松江市水道事業会計予算 

 議 第51号 令和４年度松江市下水道事業会計予算 

 議 第52号 令和４年度松江市ガス事業会計予算 

 議 第53号 令和４年度松江市交通事業会計予算 

 議 第54号 令和４年度松江市病院事業会計予算 

 

出 席 委 員（32名） 

 委 員 長   三  島  良  信 

 副 委 員 長   石  倉  茂  美 

 委 員   小  澤  一  竜 

 委 員   中  村  ひ か り 

 委 員   たちばな  ふ  み 

 委 員   三  島     明 

 委 員   山  根     宏 

 委 員   海  德  邦  彦 

 委 員   村  松  り  え 

 委 員   原  田     守 

 委 員   舟  木  健  治 

 委 員   野 々 内     誠 

 委 員   錦  織  伸  行 

 委 員   河  内  大  輔 

 委 員   細  木  明  美 

 委 員   太  田     哲 

 委 員   田  中     肇 

 委 員   米  田  と き こ 

 委 員   岩  本  雅  之 

 委 員   長 谷 川  修  二 

 委 員   柳  原     治 

 委 員   野  津  直  嗣 

 委 員   森  本  秀  歳 

 委 員   川  島  光  雅 

 委 員   石  倉  徳  章 

 

 委 員   田  中  明  子 

 委 員   吉  金     隆 

 委 員   森  脇  幸  好 

 委 員   南  波     巖 

 委 員   津  森  良  治 

 委 員   森  脇  勇  人 

 委 員   三  島     進 

  

欠 席 委 員（１名） 

 委 員   川  井  弘  光 

  

欠     員（なし） 

 

事務局職員出席者 

 事 務 局 長   福  島  恵 美 子 

 事務局次長   永  井  秀  之 

 （総務課長） 

 議事調査課長   竹  田  優  子 

 書 記   古  川     進 

 書 記   梶  田  崇  光 

 書 記   月  森  致  子 

 書 記   山  根  広  大 

 

説明のため出席した者 

 市 長   上  定  昭  仁 
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 副 市 長   能  海  広  明 

 副 市 長   講  武  直  樹 

 副 市 長   平  林     剛 

 政 策 部 長   山  根  幸  二 

 総 務 部 長   小  村     隆 

 総 務 課 長   永  田  幸  子 

 財 政 部 長   水     研  二 

 財政部次長   松  原     正 

 （財政課長） 

 産業経済部長   森  原     透 

 観光振興部長   高  木     博 

 市 民 部 長   吉  田  紀  子 

 福 祉 部 長   湯  町  信  夫 

 健 康 部 長   足  立     保 

 子育て部長   林     忠  典 

 都市整備部長   爲  國  岳  彦 

 消 防 長   堀  江     剛 

 教 育 長   藤  原  亮  彦 

 副 教 育 長   寺  本  恵  子 

 副 教 育 長   成  相  和  弘 

 上下水道局長   小  塚     豊 

 ガ ス 局 長   山  内  政  司 

 交 通 局 長   須  山  敏  之 

 市立病院院長   入  江     隆 

 市立病院事務局長   吉  川  浩  二 

 

  〔午前９時59分開会・開議〕 

○三島（良）委員長 おはようございます。これよ

り、予算委員会を開きます。 

 初めに、本日欠席がありまして、川井委員が欠席

でございます。 

 本日の審査順序につきましては、お手元にお配

りしております審査順序案のとおりとすることに

御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」との声あり〕 

○三島（良）委員長 御異議がないようでございま

すので、そのように決定いたします。 

 次に、審査に入る前に委員の皆さんにお願いで

すが、質疑につきましては計数的なこと、細部にわ

たることはできるだけ避けていただきますように

お願いいたします。 

 また、質疑は自席から一問一答方式でお願いし

ます。 

 質疑の時間は、総括質疑、各会計質疑を合わせ、

１人おおむね15分といたしたいと思います。協力

をお願いいたします。 

 なお、各会計質疑は、予算書または資料のページ

を述べて行っていただきますようお願いいたします。 

 

 議 第41号「令和４年度松江市一般会計予算」 

 議 第42号「令和４年度松江市国民健康保険事

業特別会計予算」 

 議 第43号「令和４年度松江市宍道国民健康保

険診療施設事業特別会計予算」 

 議 第44号「令和４年度松江市後期高齢者医療

保険事業特別会計予算」 

 議 第45号「令和４年度松江市介護保険事業特

別会計予算」 

 議 第46号「令和４年度松江市企業団地事業特

別会計予算」 

 議 第47号「令和４年度松江市公園墓地事業特

別会計予算」 

 議 第48号「令和４年度松江市鹿島町恵曇・講

武・御津・佐太財産区特別会計予算」 

 議 第49号「令和４年度松江市母子父子寡婦福

祉資金貸付事業特別会計予算」 

 議 第50号「令和４年度松江市水道事業会計予算」 

 議 第51号「令和４年度松江市下水道事業会計

予算」 

 議 第52号「令和４年度松江市ガス事業会計予算」 

 議 第53号「令和４年度松江市交通事業会計予算」 

 議 第54号「令和４年度松江市病院事業会計予算」 

○三島（良）委員長 議第41号「令和４年度松江市

一般会計予算」から議第54号「令和４年度松江市病

院事業会計予算」まで議案14件を一括して議題と

いたします。 

 これより総括質疑に入ります。 

 あらかじめ総括質疑の通告があったのは６名で、

いずれも代表質疑であります。 

 質疑の順序につきましては、お手元にお配りし

ている審査順序に記載のとおりといたします。 

 初めに、松政クラブ吉金隆委員。 

○吉金委員 松政クラブ吉金隆でございます。会

派を代表し、本予算案の総括質疑を行います。 

 初めに一般会計についてでは、新型コロナ対策

もあり、予算総額1,036億円と平成17年の合併後最

大の予算編成となりましたが、主な要因とこの予

算に対する市長の思いを伺います。 

○三島（良）委員長 上定市長。 

○市長（上定昭仁） おはようございます。令和４

年度当初予算が最大規模となった背景としまして

は、新型コロナウイルス感染症対策として10億

5,000万円を計上したことに加え、新庁舎建設、総

合文化センター整備などの大規模事業や、昨年７

月、８月の大雨災害からの復旧事業を実施するた

め、投資的経費を令和３年度当初予算に比べて50

億3,000万円増額したことなどが主な要因となっ

ております。 

 私の予算に対する思いとしましては、まず、喫緊

の課題として、新型コロナウイルス感染症対策に

最優先で取り組むこと、そしてコロナ禍にあるこ

とを言い訳せずに、その先を見据えて前向きにチ

ャレンジしていくことを意識しております。 

 ８年後の松江の将来像を松江市総合計画に掲げ、

中・長期的な視点から、「夢を実現できるまち 誇

れるまち 松江」の創造に向かってスタートを切
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る予算としております。とりわけ、松江にある古く

てよいもの、つまり、松江ならではのユニークな魅

力を市内外のコンテンツやアイデアと組合せたり、

掛け合わせることにより、新たな価値を創造し、産

業、観光、文化、環境などの幅広い分野で取組を重

ねてまいります。 

 議員の皆様、市民の皆様とともに、コロナ禍の難

局を乗り越え、松江の歩みを進めてまいりたいと

考えておりますので、御理解のほど何とぞよろし

くお願いいたします。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 今まで、地方債の発行額を、元金の償

還額が上回らないよう抑制されてまいりましたが、

鹿島町、島根町が新たに過疎地域に指定され、元利

償還額の70％が、後年度交付税措置される有利な

過疎債の発行ができるようになりました。 

 原発債、辺地債など有利な地方債はありますが、

地方債の発行と償還の考え方、令和４年度予算編

成においての考え方を伺います。 

○三島（良）委員長 水財政部長。 

○財政部長（水研二） 各事業の財源となる地方債

の発行に当たっては、過疎債、辺地債のように充当

率が高く、元利償還金に対する交付税が多く措置さ

れる有利な地方債を優先することとしております。 

 また、地方債の償還については、地方債を財源と

した施設等の利用、サービスを受ける現役世代と

将来世代の負担の平準化という地方債の性格から、

施設等の償却年数などを踏まえ、適正な年数で償

還を行っているところです。 

 令和４年度の当初予算、これについては金額で

お答えさせていただきますと、御質問にあります

過疎債、辺地債、原発債の合計額は、35事業で６億

3,000万円でございます。令和３年度の22事業、２

億8,000万円から３億5,000万円の増加となったと

ころです。このうち、新たに過疎計画の対象となっ

た鹿島町、島根町においては、道路事業や施設改修

の財源として発行する過疎債の額は、16事業で２

億4,000万円となったところです。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 地方財政対策に沿って積算され、市

税、地方譲与税、法人事業税交付金、地方消費税交

付金は、令和３年度と比べ増加を見込まれ、市税全

体で９億8,000万円の増額と見込まれています。 

 それぞれ税の徴収猶予措置などがあり、そのず

れ込みの影響もあると思われますが、増加とした

要因を伺います。併せて、地方交付税が大きく伸び

るとした要因を伺います。 

○三島（良）委員長 水財政部長。 

○財政部長（水研二） まず、市税における主な増

額要因としましては、法人市民税が37.7％、６億

3,000万円、個人市民税が1.8％、１億8,000万円の

増となっております。これは、令和３年度当初予算

において想定していた新型コロナウイルス感染症

の影響による個人所得や企業業績の落ち込みが小

さく、令和４年度においても例年並みになると見

込んだことによるものです。 

 また、固定資産税においては、新増築家屋や償却

資産の増を見込む一方、令和２年度に徴収猶予さ

れた税の収入変動も加味し、前年度比0.6％、7,000

万円の増となり、市税全体としては、９億8,000万

円の増加となったものです。 

 地方譲与税、地方消費税交付金、法人事業税交付

金については、国や県による見込みを踏まえ増額

した予算を計上しております。これは、政府経済見

通しで、民間消費や民間企業設備の動向が上向き、

実質ＧＤＰで3.2％程度の増が見込まれたという

ことなどが要因でございます。 

 地方交付税は、市税や先ほどの交付金が伸びたこ

とから、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付

税は減少しており、令和３年度当初予算に対し17億

円の減としております。この実質的な地方交付税が

減少している中、地方交付税が増額となった理由と

しては、地方交付税の原資となる所得税や法人税な

ど国税が増加し、現金としての交付が増えたためで

す。一方で、立替え分としての、借金である臨時財

政対策債は大幅に減少しております。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 令和３年度のふるさと納税の状況と

令和４年度のふるさと納税の見込額を伺います。 

 また、企業版ふるさと納税など、実績をどのよう

に見込んでいるか伺います。 

○三島（良）委員長 上定市長。 

○市長（上定昭仁） 令和３年度のふるさと納税に

つきまして、令和４年１月末時点の寄附額は１億

4,677万円で、前年同期比で約1.9倍、寄附件数は

6,359件で、前年同期比約1.8倍となっております。 

 寄附額が大幅に増加した理由につきましては、

本年度より松江商工会議所青年部の皆様とともに

検討を始めました新たな返礼金の発掘や、寄附金

受付サイトの見直しなどの成果と考えておりまし

て、令和４年度も魅力的な返礼品の開発に知恵を

絞るとともに、事業者が返礼品の内容の充実化を

図るための、本市による送料負担などを通じて寄

附金の増額につなげてまいります。 

 また、お尋ねいただきました企業版ふるさと納

税につきましては、令和３年度は２企業から計

1,010万円を見込んでおりまして、令和４年度は内

閣府が主催する企業とのマッチング会に参加し、

本市の取組を紹介することで、ふるさと納税に応

じていただける企業の新規開拓に努めたいと考え

ております。 

 引き続き、目下の目標額としておりますふるさと

納税２億円の達成を目指して取り組んでまいります。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 職員50名の増員という説明もござい

ましたが、義務的経費である人件費、扶助費、公債

費はそれぞれ減少されています。特に、昨年は人事

院勧告により0.9％の給与減がありましたが、単純

に予算との比較ではなく、削減された状況での決

算の見込みとの比較ではどのようになっているの
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か、また生活保護や子ども医療費助成の減少の要

因を伺います。 

○三島（良）委員長 小村総務部長。 

○総務部長（小村隆） 私のほうから１点目の職員

人件費について答弁させていただきます。 

 職員人件費につきましては、退職手当を除いた

一般職の職員人件費についてお答えをさせていた

だきます。 

 まず令和３年度の人件費につきましては、昨年

の人事院勧告に準じて期末手当が減額となったも

のの、新型コロナウイルス感染症及び災害対応等

に伴う時間外勤務手当等の増額により、今回の議

会に3,154万6,000円の増額補正を提案しており、

現在の決算見込額は150億4,135万2,000円となっ

ております。 

 一方、令和４年度の人件費に関わる当初予算案

は、期末手当の減額のほか、今年度の職員の配置状

況に今後の職員の退職、新規採用の見込みを勘案

して計算し、148億2,163万1,000円となっており、

令和３年度の決算見込額との比較では２億1,972

万1,000円の減、率にいたしまして約1.5％の減と

なっております。以上でございます。 

○三島（良）委員長 湯町福祉部長。 

○福祉部長（湯町信夫） 私のほうからは、生活保

護費の減少の要因についてお答えをさせていただ

きます。 

 令和４年度当初予算の生活保護扶助費は、令和

３年度当初予算と比べ１億5,245万9,000円減とな

る39億8,500万1,000円を計上いたしました。 

 令和３年度の当初予算は、新型コロナウイルス

感染症がリーマンショックと同等の影響があるこ

とを想定し、生活保護扶助費の増加を見込んでお

りました。 

 しかし、住居確保給付金や総合支援資金の特例

貸付、その他各種給付金、支援金などの新型コロナ

ウイルス感染症対策のための新たな施策を活用さ

れたことにより、令和３年度の生活保護扶助費の

実績見込みは、令和２年度とほぼ同額となり、生活

保護世帯数も横ばいで推移したところです。 

 こうした状況を踏まえ、令和４年度当初予算は、

令和２年度実績及び令和３年度の実績見込みに基

づき計上しており、令和３年度当初予算から減額

となったものでございます。以上です。 

○三島（良）委員長 林子育て部長。 

○子育て部長（林忠典） 私のほうから子ども医療

費助成の減少の要因についてお答えをいたします。 

 子ども医療費助成につきましては、令和３年１

月から中学生の入院費無償化を行っております。 

 令和３年度予算におきまして初めて通年分の予

算化を行ったところ、当初の見込みより利用実績

が少なかったため、令和４年度予算では、この利用

実績に基づき積算をいたしました。併せまして、対

象児童につきましても、令和元年度末実績は２万

2,473人、令和２年度末実績は２万2,181人で、令和

３年度末は２万1,800人と見込んでおり、児童数が

減少傾向にありますので、予算額を減額したもの

でございます。以上です。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 それでは一般会計最後の質問でござ

います。 

 令和４年度は、昨年の災害を受けて多くの改修

費の計上もありますが、国の国土強靱化５か年加

速化事業について、松江市ではどのような事業に

充当されているのかを伺います。 

○三島（良）委員長 水財政部長。 

○財政部長（水研二） 国土強靱化５か年加速化対

策につきましては、国の令和３年度補正予算に優

先的に計上されることになっておりまして、これ

に対応し、本市の令和３年度２月補正として、公園

施設長寿命化対策事業3,100万円を計上しており

ます。 

 令和４年度当初予算におきましては、国宝松江

城天守防災施設等整備事業3,400万円を計上し、合

わせて２事業、6,500万円を計上したところです。 

 また、５か年加速化対策と連携しつつ、地方単独

として取り組む緊急自然災害防止対策事業につき

ましては、10事業、１億6,000万円を計上しており

ます。 

 さらに、近年頻発、激甚化する災害へ応急的に対

応するための緊急防災・減災事業及び緊急浚渫推

進事業を合わせまして10事業、４億円としたとこ

ろであり、引き続き市民の皆さんの安心・安全のた

めの社会基盤整備に取り組んでまいります。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 次は特別会計中、国民健康保険事業

特別会計について伺います。 

 まず、現在の松江市民の国保加入者の割合、加入

者の年齢構成と、無職の人数など構成比を伺います。 

○三島（良）委員長 吉田市民部長。 

○市民部長（吉田紀子） 令和４年１月末時点にお

ける国保加入者は、３万3,501人、松江市の住民基

本台帳への登録人口19万9,236人に占める国保加

入者の割合は、16.8％となっております。 

 国保加入者の年齢構成は、５歳刻みで分類した

場合の多い順から申し上げますと、70歳から74歳

までが１万1,200人で33.4％、65歳から69歳までが

6,619人で、19.8％となっております。 

 65歳から74歳までのいわゆる前期高齢者が

53.2％と半数以上を占めているところが特徴とな

っております。 

 吉金隆委員からの御質問の、無職の方の人数は

把握しておりませんが、所得がない方の人数は、前

年の所得が把握できる令和３年６月時点で１万

2,639人となっております。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 続きまして、2018年に市町村運営方

式から都道府県運営方式に変わりましたが、内容

が一向に改まっていないように感じます。 

 原因は、県内市町村で保険料率が異なっているか

らだと思いますが、県内市町村の状況を伺います。 
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○三島（良）委員長 吉田市民部長。 

○市民部長（吉田紀子） 県内市町村の保険料率に

ついては単純に比較が難しいことから、令和３年

度の１人当たりの保険料で比較いたしますと、最

も高い市町村は西ノ島町の９万6,959円、最も低い

市町村が川本町の６万7,096円で、松江市は上から

２番目の９万4,260円となっております。 

 吉金隆議員御指摘の都道府県運営方式は、市町

村それぞれで運営していた国保会計について、安

定的な財政運営や効率的な事業運営を確保するた

めに、都道府県が財政運営の責任主体となり、中心

的な役割を担うものでございます。 

 都道府県化のメリットは、次の三つがあると思

っております。 

 一つ目は、都道府県運営方式にすることにより、

スケールメリットが働き、国保の財政規模が小さ

い市町村の経営の安定化につながること。 

 二つ目は、市町村ごとに異なる事務を標準化す

ることで、効率的かつ迅速な対応が図れること。 

 三つ目は、保険料の統一化により、県内どこの市

町村においても、同じ所得水準、同じ世帯構成であ

れば同じ保険料になるということでございます。 

 島根県内の進捗状況としましては、一つ目の小

さい市町村の経営については、保険給付に必要な

費用の全額が県から交付されることで、安定化が

確保されております。 

 二つ目の事務の標準化につきましては、国が開

発した標準システムを、令和３年度末で松江市を

含む９市町村が導入済みで、松江市においては令

和４年度から稼働する予定としているところでご

ざいます。 

 三つ目の保険料と保険料率の統一化が一番難し

い課題です。統一化が進まない主な理由は、医療機

関の地理的なアクセスや各市町村における医療費、

年齢構成などが大きく異なることであります。 

 引き続き、県主催の広域化等連携会議において、

保険料率の統一化や具体的なスケジュール感など

について、県及び各市町村と一緒になって協議し

ていきたいと考えております。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 企業会計について伺います。 

 まず、各企業局の人件費の令和３年度と令和４

年度の比較で状況を伺います。 

○三島（良）委員長 小塚上下水道局長。 

○上下水道局長（小塚豊） まず、水道事業の人件

費でございますが、期末手当が減少となったもの

の、退職者が１名増加したことによりまして、退職

手当が増加をしております。これにより、令和３年

度と比較し、1,348万4,000円増の７億9,519万

2,000円を計上させていただいております。 

 下水道事業の人件費でございますが、排水設備

現地調査業務終了に伴う会計年度任用職員の減に

よる給料の減や期末手当の減により、令和３年度

と比較し、2,619万円減の２億4,453万円を計上い

たしているところでございます。以上です。 

○三島（良）委員長 山内ガス局長。 

○ガス局長（山内政司） ガス事業の人件費につき

ましては、当直を担当する会計年度任用職員の１

名の増員、これで11名から12名になったわけです

が、そのほか職員構成の変動や給与改定に伴う期

末手当の減などを主な増減要因といたしまして、

昨年度と比較して、270万円減の３億6,321万3,000

円としているところでございます。 

○三島（良）委員長 須山交通局長。 

○交通局長（須山敏之） 交通局の人件費につきま

しては、昨年度と比較いたしまして654万円増の７

億4,260万7,000円を計上しております。 

 主な要因は、定時昇給や職員構成の変動による

給料の増によるものでございます。 

○三島（良）委員長 入江市立病院院長。 

○市立病院院長（入江隆） 市立病院の人件費の状

況でございますが、人件費は63億6,740万5,000円。

対前年度比２億5,837万5,000円、4.2％の増額とい

たしました。 

 増額の主な理由といたしましては、退職給付引

当金繰入額が４億475万2,000円、対前年度比１億

3,720万9,000円の増額としております。 

 これまで当初予算では、定年退職分のみを計上

し、早期退職分は補正予算で対応しておりました

が、令和４年度の当初予算から、過去の実績をもと

に、年度中に見込まれる早期退職分を含めて計上

することといたしました。 

 また、処遇改善手当として1,626万9,000円を計

上しております。 

 昨年の11月に、コロナ克服・新時代開拓のための

経済対策が閣議決定され、新型コロナウイルス感

染症医療など一定の役割を担う医療機関を対象に、

看護職員の収入の１％程度に当たる月額4,000円

を引き上げるための補助制度が創設されました。

当院におきましても、この制度に基づき、看護職員

の安定した確保のため、月額4,000円を支給するも

のでございます。 

 感染症従事手当につきましても、2,277万8,000

円、対前年度比1,610万8,000円の増額としており

ます。 

 さらに、時間外勤務手当につきましては、２億

3,878万2,000円、対前年度比3,325万8,000円の増

額として予算を確保いたしました。 

 働き方改革の取組として、縮減を目指しており

ますが、通常業務に加え、新型コロナウイルス感染

症への対応やコロナワクチン接種等、状況は続く

と見込んでおります。 

 業務の遂行に当たりましては、職員の心身の健

康に最大限の配慮をしながら、病院の総力を挙げ

て、この難局を乗り越えたいと考えております。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 ありがとうございます。 

 以下各企業局に伺います。 

 まず、水道局につきまして、新年度予算における
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管路更新、耐震化など老朽管対策の進捗状況、また、

今後の計画を伺います。 

○三島（良）委員長 小塚上下水道局長。 

○上下水道局長（小塚豊） 令和４年度水道事業会

計予算では、管路更新は、総事業費約18億7,000万

円を計上し、全体管路の約１％に当たります約16

キロの布設替えを予定しております。 

 経営計画に基づきまして、令和12年度の全体管路

耐震化率を47.9％、基幹管路耐震化率を66.9％と目

標を定めておりまして、事業を進めております。 

 令和４年度末には、全体管路耐震化率が40.3％、

基幹管路耐震化率が62.2％に上るものと見込んで

おります。 

 今後も、主要配水池から市街地に向けた基幹管

路の耐震化、病院や小中学校等、防災拠点施設に向

けた管路の耐震化及び老朽管更新に取り組み、防

災力の向上に努めてまいります。 

 また、下水道事業会計では、全ての管渠が法定耐

用年数以内にあるため、現時点での老朽管渠対策

は不要と考えてございますが、令和元年度から国

土交通省のストックマネジメント支援制度、これ

を活用いたしまして、幹線管渠の劣化状況調査を

実施しております。 

 この結果に基づきまして、令和４年度以降、幹線

管渠改築更新計画を順次策定させていただきなが

ら、管渠の改築更新を進めてまいりたいと考えて

おります。以上です。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 続きまして、ガス局についてお伺い

します。 

 平成11年の建設から24年目を迎える施設となり

ましたが、維持管理経費の状況を伺います。 

○三島（良）委員長 山内ガス局長。 

○ガス局長（山内政司） 平成11年度の建設から令

和２年度までの修繕経費などの維持管理費は、年

平均で1,726万円でございまして、令和２年度まで

の合計額が約３億1,100万円となっているところ

でございます。 

 主な改修を申し上げますと、平成28年度には、Ｌ

ＮＧの貯槽塗装及び保冷配管ほかの改良を行って

いまして、これが4,072万5,000円かかっております。 

 それから、令和２年度には製造の制御システム、

これを更新いたしておりまして、これが4,659万

6,000円ということでございまして、令和４年度に

つきましては、主な大きな改修は予定していない

ところでございますが、今後も計画的に施設の維

持修繕を行いまして、長寿命化を図ってまいりた

いと思っているところでございます。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 次に、毎年度、都市ガス、ＬＰガスと

も供給戸数が減少し続けていますが、新年度の状

況と過去５年間の減少状況を伺います。 

○三島（良）委員長 山内ガス局長。 

○ガス局長（山内政司） 御手元に配付資料という

ことで、中ほどに供給戸数の推移というものを記

載させていただいているところでございますけれ

ども、令和４年度における都市ガスの供給戸数は

１万2,260戸、ＬＰガスにつきましては2,106戸を

設定しているところでございます。 

 過去５年間の供給戸数の減少状況といたしまし

ては、この表にありますように、都市ガスでは、平

成29年度１万3,066戸、平成30年度は１万2,964戸、

令和元年度には１万2,692戸、令和２年度には１万

2,469戸で、令和３年度は１万2,347戸でありまし

て、令和４年度と平成29年度を比較いたしますと、

マイナス806戸、率にして6.2％減となっていると

ころでございます。 

 同じように、ＬＰガスにつきましては、平成29年

度は2,455戸、平成30年度は2,382戸、令和元年度は

2,338戸、令和２年度は2,281戸、令和３年度は

2,209戸でございまして、同じく令和４年度と平成

29年度を比較いたしますと、マイナス341戸、率に

して14.2％の減となっているところでございます。 

 この主な原因でございますけれども、例年の傾

向ではありますが、中心市街地の空洞化や他燃料

への流出などがあると考えているところでござい

ます。以上でございます。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 わかりやすい資料をありがとうござ

います。 

 熱量変更事業以降、顧客の減少、売上げの減少、

保安業務の委託など債務超過の状況が続き、俗に

言う黒字倒産の状況が続いていると言っても過言

ではない環境だと考えますが、人員削減など経費

削減に向けた取組を伺います。 

○三島（良）委員長 山内ガス局長。 

○ガス局長（山内政司） 人件費削減を中心にお答

えさせていただきますと、人員削減につきまして

は、平成12年度の熱量変更事業実施時には、正規職

員が55名の体制で事業を運営していたところでご

ざいます。その後、子会社である松江ガスサービス

などへの業務委託などによりまして、現在は21名

減の34名体制でガス事業を運営しているところで

ございます。 

 なお、単純な比較とはなりますけれども、平成12

年の55名体制の人件費は、決算額で４億3,600万円

あったところでございまして、直近の決算であり

ます令和２年度の決算では、これは34名体制でご

ざいますけれども、３億5,200万円となっておりま

して、8,400万円の削減となっております。 

 ちょっと落ち方が、人数の割には額の落ち方が

低いんじゃないかと思われるかもしれませんけど

も、実は平均年齢が上昇しているというマジック

がございまして、当時は38.2歳でございました。55

名、私がいたときは。38.2歳ですけれども、今はそ

のまま上がっておりまして、48.9歳ということで

ございますので、人数の割にはちょっと落ち切れ

ないということは、構造的なものがあるというこ

とでございます。 

 それから、ガス管改良工事など他工事との共同
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施工を行うことによりまして、工事費の縮減を図

っていることもございます。以上でございます。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 今後の製造設備、また導管の耐震化

など大規模修繕事業に対応しなければなりません

が、黒字が今後も出せるものか伺います。 

○三島（良）委員長 山内ガス局長。 

○ガス局長（山内政司） 過去の、平成12年度の橋

南地区熱量変更事業実施からの収益的収支の状況

を見てみますと、平成12年度は約100万円の純利益

を確保しておりましたけれども、その後、平成13年

度から平成21年度までの９年間は、年平均約２億

4,600万円の純損失を計上する状態が続いており

ました。 

 その後、平成22年に料金改定をいたしまして、平

成22年度から令和２年度までは、平成26年度の原

料費高騰により、この単年が純損失しております

けれども、それを除きますと、平均で１億5,800万

円の純利益を確保しているところでございます。 

 今後、ガス局の財政状況の見通しにつきまして

は、過去10年間の都市ガスなどの販売状況、職員の

退職や導管を含む施設の改修計画等を勘案して、

令和12年度までの中期財政見通しを作成したとこ

ろでございます。 

 販売量、需要家戸数ともに下降傾向で、会計とし

ても縮小傾向となっており、純利益も減少が予想

されるところでございますが、令和12年度までの

10年間では、約5,000万円から２億円程度の利益を

確保できるものと見込んでいるところでございま

す。以上でございます。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 交通局についての質問に入ります。 

 コロナ禍の中、利用者減少対策も大変だと考え

ます。費用の縮減、収益の確保について新年度、ど

のような取組を考えているかお伺いします。 

○三島（良）委員長 須山交通局長。 

○交通局長（須山敏之） 本会議で、細木明美議員

の代表質問にもお答えいたしましたが、バスの利

用者をコロナ禍前の水準に回復することは非常に

難しいことだと思っております。 

 通勤定期収益につきましては、コロナ禍におい

ても減少いたしませんでした。 

 通学定期の収益につきましては、コロナ禍前の

平成30年度と比較して、令和２年度の上期は75％

まで落ち込んだものが、令和３年度の上期は93％

と回復をしてきております。 

 問題は、それ以外の利用者、つまり買い物ですと

か飲食、通院などで、バスカードや現金、観光も含

むんですけれども、現金で利用していただく人な

んですが、それが平成30年度上期と比較しまして、

令和２年度上期は55％に減少をいたしまして、令

和３年度の上期になっても、これが62％であって、

ほとんど回復していないという状況でございます。 

 とりわけ、こうした定期以外の利用者の方々に

対して、何とかお気軽に利用をしていただけるよ

う、ＩＣカードの利用促進や市営バスの知名度向

上のためのＰＲを進めるとともに、今もやってお

りますけれど、スサノオマジックとの連携をさら

に強めたり、それからユニークな車内放送などを

やって、乗ってみたくなるような、そういった新し

い取組を進めて、収益の確保につなげていきたい

と考えております。 

 また、観光客の減少というのが大きく影響をし

ております。来年度は、レイクラインバスを１台更

新する予定にしております。これを契機に、市の観

光部門との連携もさらに深めまして、タイムリー

なＰＲを強化するなど利用回復につなげてきたい

と思っております。 

 一方、費用面でございますけれども、大半が運転

士や車両に関わる固定費でございます。公共交通

として安全・安心、確実な運行をするため、これは

欠かせないものでございます。さらに、燃料費も高

止まっている状況でございまして、これ以上の費

用の縮減は、非常に困難であると思っております。 

 一方で、安全・安心な運行、利用される皆様への

サービスの向上、これに努めていきたいと思って

おります。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 それでは、最後に病院事業について

お伺いします。 

 昨年度も入院、外来合わせた延べ患者数は、対前

年比12.3％減少と伺いました。コロナ禍と比べて

どの程度減少しているのか、また、新年度の予算に

ついてはどのように影響しているのか伺います。 

○三島（良）委員長 入江市立病院院長。 

○市立病院院長（入江隆） コロナの影響について

でございますが、本年度の４月から12月までの期

間で、入院、外来を合わせた延べ患者数は、新型コ

ロナウイルス感染症の流行前である令和元年度と

比べ7.5％減少し、入院、外来収益は1.6％減となり

ました。 

 御質問にあります、令和２年度同時期の患者数

は12.3％減少、収益は8.8％減であったことから、

回復基調がうかがえますが、コロナ前の状況まで

には至っておりません。 

 新年度の予算につきましても、コロナ前までの

収益、患者数の回復は見込めず、一定程度、新型コ

ロナウイルス感染症の影響が続くものと考えてお

り、今年度の実績をもとに同程度の編成としてお

ります。以上です。 

○三島（良）委員長 吉金委員。 

○吉金委員 以上で総括質疑を終了いたしますが、

当たり前のことでございますが、細部につきまし

ては、各分科会にて御審議いただきますようよろ

しくお願いいたします。 

○三島（良）委員長 次に、志翔の会、岩本雅之委員。 

○岩本委員 それでは、志翔の会を代表して質問

をさせていただきます。 

 まず初めに、令和４年度の市税について。 

 コロナ禍において相対的に市民の生活は厳しい
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と思われます。個人市民税、法人市民税とも、令和

２年度の個人市民税収入済額、約104億9000万円、

法人市民税、約23億4000万円よりも少なく計上さ

れております。 

 その中でも、個人市民税の傾向や法人税におい

ては、業種的な特徴があると思われますが、傾向や

特徴並びに景気動向についてお伺いいたします。 

○三島（良）委員長 水財政部長。 

○財政部長（水研二） まず、令和３年度の状況に

ついて、個人市民税でございますけれども、給与所

得の減により令和２年度決算と比較して1.6％の

減少と見込んだところです。ただこれは、当初の想

定よりも比較的堅調に推移したものでございます。 

 また、法人市民税については、飲食・宿泊業や運

輸業などコロナ禍により大きく業績が下がった業

種もありますが、建設業では、住宅建設が横ばいで

推移していること、卸小売では、個人消費が底がた

いこと、金融保険業では、銀行の預金残高や貸付残

高が増加していることなどによりまして、多くの

業種では、例年並みの実績となっております。 

 令和４年度当初においてもこの傾向が続き、大

きな景気変動はないものと見込んで、個人市民税、

法人市民税ともに令和３年度決算見込み並みとし

たところでございます。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続いて、不妊治療の助成について。 

 松江市は、単独事業で不妊治療の助成を行ってい

るが、令和４年４月から、特定不妊治療の保険適用

に伴い、さらに単独事業に上乗せして助成枠を拡大

することになるが、今までの実績から、今後の支援

はどのようなことが望めるのかお伺いいたします。 

○三島（良）委員長 林子育て部長。 

○子育て部長（林忠典） 本市では、体外受精、顕

微授精等の治療に対する特定不妊治療費助成と、

それから、人工授精等の治療に対する一般不妊治

療費助成の制度がございまして、特定不妊治療費

助成では年間約300件、それから、一般不妊治療費

助成は、年間約200件の利用実績となっております。 

 このうち、特定不妊治療費助成は、１回当たり最

大30万円を最高６回まで助成するもので、初回の

申請に限りまして、市の独自事業として最大10万

円の上乗せ助成を行っております。 

 また、一般不妊治療費助成は、年間最大４万

5,000円を２年間助成するものでございまして、１

年目に限り、人工授精の治療費について、さらに最

大４万5,000円の上乗せ助成を行っております。 

 これまで保険適用外にあった体外受精、顕微授

精及び人工授精における治療費の大部分が、本年

４月より保険適用となることから、自己負担が軽

減はされます。しかしながら、引き続き保険適用外

の治療もございますので、現在と比べて自己負担

額が増加することのないよう本市独自の助成制度

を継続してまいります。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 次の質問に入ります。災害復旧事業について。 

 災害復旧事業などは、原則現況復旧になってい

ますが、受注業者においては、資材や人件費等も値

上がりし、あまり受けたくない事業になりつつあ

るようでございますが、災害時においては、災害箇

所が往々にして、再度被災場所になるケースも見

受けられます。 

 今後関連する事業などの提案申請も必要と考え

ますが、所見をお伺いします。 

○三島（良）委員長 爲國都市整備部長。 

○都市整備部長（爲國岳彦） 災害復旧事業は、原

則として原形復旧を目的とするものですが、原形

復旧は、従前の効用を復旧するものであり、元どお

りの復旧が不適切な場合に、形状や構造などの改

良を実施いたします。 

 なお、災害により広範囲にわたり甚大な被害を

受け、従前の位置に復旧することが困難な場合や、

原形復旧だけでは十分な効用が発揮出来ない場合

には、新たな施設や周辺地域を一体的に整備する

一定災や、改良復旧事業と呼ばれる制度がありま

すので、被災状況や周辺施設の状況を踏まえ、必要

な場合には検討してまいります。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 続いて、令和２年度、令和３年度と豪

雨災害が発生しましたが、いまだ復旧していない

箇所、公共土木、農業基盤などがありますが、令和

４年度の復旧見込みをお伺いします。 

○三島（良）委員長 爲國都市整備部長。 

○都市整備部長（爲國岳彦） 道路河川などの公共

土木災害の復旧につきましては、令和２年災の49

か所を今年度末までに全て完了する予定です。 

 令和３年災については、復旧に令和５年度まで

かかる恵曇関連道線の法面を除く561か所の復旧

工事を令和４年度中に完了する見込みです。なお、

西川津西尾線については、地滑り災害として認定

をもらうべく、現在調査を進めているところです。 

 農地・農業用施設等の農業基盤災害の復旧につ

きましては、令和２年災の13か所は、全て完了して

おります。 

 令和３年災の76か所の復旧については、令和４

年度中の完了に努めてまいりますが、農地・農業用

施設災害の復旧工事に際しては、施工が耕作期間

以外に限定されるなどの制約を受けることから、

一部の被災箇所については、令和５年度の復旧に

なるものと考えております。以上です。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 次の質問に入ります。河川しゅんせつや河川改

良事業費について。 

 河川しゅんせつや河川改良事業費が計上されて

いますが、昨年度の暴雨災害等の経験から、河川の

しゅんせつ改良等の取組を強力に推進すべきだと

思いますがいかがでしょうか。 

○三島（良）委員長 爲國都市整備部長。 
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○都市整備部長（爲國岳彦） 市管理河川のしゅん

せつにつきましては、令和２年度に松江市緊急浚

渫推進事業計画を策定し、順次実施しているとこ

ろです。 

 また、市管理河川や排水路の改良等につきまし

ては、河川事業に加え下水道事業も活用しながら

順次実施しております。 

 実施に当たっては、昨年の豪雨により発生した

浸水被害や、市民の皆様からの要望を踏まえると

ともに、危険度や重要度などを総合的に判断し、浸

水対策を確実に進めてまいります。 

 また、洪水予防効果の高い河川浚渫事業につき

ましては、令和４年度の当初予算を前年度より増

額し、多くの箇所について対応する計画としてお

ります。 

 なお、国や県が管理する河川につきましては、引

き続き市長会要望や県知事要望などの機会をとら

え、浸水被害の軽減に向けた働きかけを行ってま

いります。以上です。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 次の質問に入ります。島根県学力調査について。 

 小学５年から中学２年を対象にした2021年度の

県の学力調査によれば、全学年全教科で全国平均

を下回ったと報道されておりますが、コロナ禍で

の今後の取組と、ＩＣＴ教育の中でフォローアッ

プする方策があるのかお伺いしたいと思います。 

○三島（良）委員長 藤原教育長。 

○教育長（藤原亮彦） 現在、先月18日に県の教育

委員会から公表されました島根県学力調査におけ

る本市の結果につきまして、教育委員会で分析を

行っているところでございます。 

 現時点では小中学校とも、基礎・基本の問題につ

いては理解出来ているものの、文章問題を読み解

く問題や自分の考えを記述する問題については、

課題が見られるものとわかっております。 

 教育委員会では、児童生徒の学力向上に向け、基

礎・基本の学力定着を実現するため、きめ細かな指

導を継続するとともに、学習指導要領が求める主

体的・対話的で深い学びというものの実現に向け、

児童生徒が自ら考えることを促す問題提示の工夫

や、一人一人がしっかりと自分の考えを持ち、意見

を交わしながら課題を解決する能力を身につける

ことができる、こうした授業の実現に創意工夫を

重ねながら取り組んでいきたいと考えております。 

 一方、年度内に策定いたします松江市ＧＩＧＡ

スクール構想に基づき、教育のデジタル化、これを

一層進めまして、ＩＣＴ機器を効果的に活用して、

学力の向上に取り組んでまいります。 

 具体的には、タブレットに登載した学習ドリル

ソフトを活用し、一人一人の習熟度に応じた問題

に取り組むことで、基礎的な学力を身に付けたり、

発展的な課題に挑戦することで、児童生徒の興味

や学習意欲を高め、一人一人、個々の学習時間の増

加にも取り組んでいきたいと考えております。 

 このように、これまで学校現場で培われてきま

した教育ノウハウとＩＣＴの活用を融合させたハ

イブリッドな教育を通じて、児童生徒の学力の育

成向上につなげてまいりたいと考えております。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 次の質問に入ります。地方交付税の増について。 

 令和３年度の中期財政見通しでは、特別交付税

も含め216.7億円であり、普通交付税の令和３年度

予算は194.3億円、令和４年度は210.8億円が計上

され、プラス16.5億円であるが、この増加の主因を

お伺いいたします。 

○三島（良）委員長 水財政部長。 

○財政部長（水研二） 吉金委員にお答えしたとお

り、地方交付税は、市税や交付金などが伸びたこと

から、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付

税は減少しており、令和３年度当初予算に対し17

億円の減としております。 

 一方で、その実質的な地方交付税が減少してい

る中、地方交付税が増額となった理由としては、地

方交付税の原資となる所得税や法人税などの国税

が増加し、現金としての交付がふえたためであり、

立替え分としての借金である臨時財政対策債は、

大幅に減少したところでございます。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 地方消費税交付金の増についてお伺いします。 

 地方消費税交付金は、前年度比2.2億円プラスと

なっています。個人消費は、コロナ前と比較して大

きく減少していると思いますけれども、この交付

金が増加しているのは、消費活動が順調であり、消

費税が伸びているように感じています。社会の実

態とは異なるように思いますがいかがでしょうか。 

○三島（良）委員長 水財政部長。 

○財政部長（水研二） 地方消費税交付金の令和３

年度の当初予算は、45億2,000万円計上したところ

でございますが、決算見込みでは48億円を超える

と今伺っております。 

 また、国の直近の令和４年度経済見通しでは、経

済対策を迅速かつ着実に実行すること等により、

民間最終消費支出のＧＤＰは増加するとされ、日

銀松江支店における直近の山陰の景気動向では、

個人消費は持ち直し傾向と判断されております。 

 しかしながら、まん延防止等重点措置終了後も

新型コロナ新規陽性者の発生が続く本市の状況や、

世界的なエネルギー価格の高騰、ウクライナ情勢

など不透明な要素が多くあることから、景気の先

行きは楽観視出来ないものと考えております。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続いての質問に入ります。アクションプラン推

進事業について。 

 １億223万円の事業費で令和３年度と同規模と

されました。実際、今までどのように活用されたの

かをお伺いします。 
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○三島（良）委員長 森原産業経済部長。 

○産業経済部長（森原透） 令和３年度のものづく

りアクションプラン推進事業の補助金の活用状況

につきましては、令和４年２月末時点で140件、補

助額8,589万円分の申請をいただいております。 

 内訳といたしましては、新型コロナウイルス感

染症特別対策枠については、現場改善21件、新市場

開拓18件、プロジェクト連携１件の合計40件、補助

額計5,052万円。通常枠については、小規模企業者

支援42件、販路開拓支援14件、人材育成14件、設備

導入９件、新製品開発３件などで合計100件、補助

額計3,537万円分の申請をいただいております。以

上です。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 続いて、コロナ対策分は補助率上限

額をアップさせていますが、より有効な活用がさ

れているのかをお伺いします。 

○三島（良）委員長 森原産業経済部長。 

○産業経済部長（森原透） 補助率・上限額をアッ

プした新市場開拓（新型コロナ特別対策）支援事業

補助金の令和３年度における活用例といたしまし

ては、市場が拡大している半導体製造装置部品の

材料となる特殊鋼を加工するための設備導入や、

加工精度の安定化が要求される輸送用機械部品の

量産受注に対応するための設備導入、現場改善（新

型コロナ特別対策）支援事業補助金では、工場内の

コロナ対策に必要な空調や非接触型検温器の導入

等に活用いただいております。 

 令和４年度につきましては、現在策定中の第４

期ものづくりアクションプランに掲げる、アフタ

ーコロナを見据えた変化に強い企業づくりを目標

に、ＩＴ導入や新商品・新分野チャレンジなどの支

援制度の補助率、上限額を上乗せする予定であり

まして、企業の皆様のアフターコロナを見据えた

チャレンジ等を後押ししてまいりたいと考えてお

ります。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 次の質問に入ります。土木費について。 

 まず、歩道整備事業については、どの地区でどの

ような内容なのかをお伺いしたいと思います。 

○三島（良）委員長 爲國都市整備部長。 

○都市整備部長（爲國岳彦） 本市では、安心・安

全な歩行空間を確保するため、平成13年３月に歩

道整備計画を策定し、現在、平成30年度から令和４

年度までの第５次松江市歩道整備計画により、市

道51路線を計画路線として、適切な歩道幅の確保

や、段差や傾斜の解消など、歩きやすい歩行空間の

整備を計画的に進めているところです。 

 令和４年度は、朝酌地区の西尾大井線において、

歩道新設を含めた道路改良を103メートル、白潟地

区の和多見天神橋線において、歩道のフラット化

及び美装化を100メートル、東出雲地区の新町・須

田線において、歩道拡幅を行うための用地買収を

行ってまいります。 

 そのほか、持田、古江、古志原の３地区に通る４

路線につきましても、道路拡幅や歩道改良を行っ

てまいります。以上です。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続いて、自転車（自後訂正）道の整備は計画に基

づいて実施されていると思いますが、計画に対す

る進捗状況と今後の実施場所をお伺いします。 

○三島（良）委員長 爲國都市整備部長。 

○都市整備部長（爲國岳彦） 自転車道でよろしい

でしょうか。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 はい、「自転車道」です。すみません。 

○三島（良）委員長 爲國都市整備部長。 

○都市整備部長（爲國岳彦） 自転車通行帯等の整

備計画につきましては、第５次松江市歩道整備計

画において、ＪＲ松江駅を中心とした半径2.5キロ

メートルのエリアを指定し、重点的に整備する路

線として自転車の利用が多い施設をつなぐ幹線道

路など約35.5キロメートルについて、国、県と連携

して計画的に整備を進めております。 

 令和３年度末で、計画延長35.5キロメートルに

対し、約18.9キロメートルの完了を見込んでおり、

進捗率は53.2％となります。 

 令和４年度は、市道菅田比津線を継続して整備

するとともに、今後、松江しんじ湖温泉駅からくに

びきメッセまでの京橋側沿いの路線を整備する計

画としております。以上です。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 入湯税につきまして、入湯税は前年度と同額に

なっております。令和３年度の見込みと、令和４年

度は予算どおり収入が見込めるのかお伺いします。 

○三島（良）委員長 水財政部長。 

○財政部長（水研二） 入湯税の令和３年度決算見

込みは、約6,000万円を見込んでおります。これは、

コロナ禍以前の令和元年度が１億400万円でした

ので、４割程度の減少となります。 

 令和４年度当初予算においては、観光入り込み

客数の目標値をもとに算出を行い、令和元年度の

約２割減の8,300万円と見積もったところです。 

 入湯客数は、新型コロナウイルスの感染状況を

即時に反映するものでありまして、感染状況が収

まれば、十分に達成可能な数値であると考えてお

ります。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続いての質問に行きます。公民館・学校トイレの

洋式化について。 

 公民館・学校トイレの非接触化・洋式化による感

染症対策について、衛生管理の面においても迅速

な整備が求められると思います。今後の整備計画

及びスケジュールについてお伺いします。 

○三島（良）委員長 藤原教育長。 

○教育長（藤原亮彦） まず、公民館のトイレにつ
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きましては、センサー式の照明への変更や便器の

洋式化による飛沫防止などの感染症対策に、既に

整備済みの公民館と建て替え予定のある公民館を

除いた20公民館について実施をいたします。 

 本年４月より設計業務に着手いたしまして、設

計が完了した公民館から速やかに施工し、令和４

年度末までに20公民館全ての改修工事を完了する

計画としております。 

 学校のトイレにつきましては、学校トイレ実態

調査を市立の小中学校・義務教育学校の児童生徒

や教職員に対し実施したところでございます。 

 今後、この調査結果を踏まえながら、学校トイレ

の改修方針を令和３年度内に策定し、具体的な整

備スケジュールをお示ししたいと考えております。

洋式化率の低い学校を優先して、できるだけ早期

に整備が進むよう努めてまいります。以上です。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続きまして、にぎわい創出支援事業について。 

 松江市にぎわい創出支援事業補助金については、

コロナの感染状況を確認しながら実施するに当た

り、フレキシブルな対応が必要と思われます。また、

事業の相乗効果を高めるため、対象者の実施内容

を共有し、事業者間連携を推進するべきだと思い

ますがいかがでしょうか。 

○三島（良）委員長 森原産業経済部長。 

○産業経済部長（森原透） 岩本雅之委員御指摘の

とおり、新型コロナウイルス感染症の収束が見通

せない中、事業の実施に当たって、感染状況に応じ

た柔軟な対応を図ることが必要であり、また、相乗

効果を高めるためのインセンティブとして、商店

街が連携する場合の上乗せ補助を行う予定として

いるところです。 

 今後、具体的な制度設計をしていくことになり

ますが、それぞれの事業者や団体の皆様が計画す

るイベントにつきまして、実施期間や事業内容を

容易に見直しができるよう調整するとともに、採

択した補助事業を本市ホームページで紹介し、参

考事例として他の事業者に閲覧いただくなど、事

業者間連携が促進される仕組みを考えてまいりま

す。以上です。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続きまして、観光需要Ｖ字回復事業費について。 

 観光需要Ｖ字回復事業費について、延期やキャ

ンセルなど、できるだけコロナの感染状況に左右

されない事業が求められますが、姉妹都市と連携

した市民限定宿泊割引事業は、姉妹都市との絆を

深めるとともに、市民とのつながり事業として、計

画的かつ継続的に実施するべきだと思いますがい

かがでしょうか。 

○三島（良）委員長 高木観光振興部長。 

○観光振興部長（高木博） 観光需要Ｖ字回復事業

につきましては、コロナ禍が収束に向かうタイミ

ングで、速やかに観光需要を取り込むため、即効性

のある宿泊割引キャンペーンなどを適時実施いた

します。 

 それから、メディアを活用した情報発信を継続

的に行い、松江の認知度向上に努めてまいりたい

と考えております。 

 姉妹都市の市民限定割引事業は、本市の姉妹都

市であります宝塚市、珠洲市、尾道市、大口町を対

象として、令和２年度にも実施をいたしました。感

染拡大の影響により、残念ながら正味２か月で中

止となったものでしたが、大変好評をいただいて

おりましたので、改めて令和４年度に、姉妹都市の

市民の皆様を対象とした宿泊割引を実施すること

で、さらなる交流の促進につなげていきたいと考

えております。 

 併せまして、令和４年度の実施状況を検証いた

しまして、令和５年度以降の継続についても検討

してまいります。以上です。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続きまして、松江市の総合計画「しごとづくり・

ひとづくり・つながりづくり」の事業についてでご

ざいます。 

 それぞれの事業から、ＭＡＴＳＵＥ起業エコシ

ステム推進事業のスキームに関連できる内容をピ

ックアップしていただき、様々な形で市民が参画

できる官民連携体制の仕組みを構築するべきだと

思いますがいかがでしょうか。 

○三島（良）委員長 上定市長。 

○市長（上定昭仁） ＭＡＴＳＵＥ起業エコシステ

ムは、松江で暮らし、働き、学ぶ市民の皆様の起業

や新しいビジネスへの挑戦を産学官金が連携して、

地域全体で応援するビジネス生態系です。 

 今年１月には、チャレンジする人はもとより、チ

ャレンジする人を応援する市民、先輩起業家、地元

企業、教育機関などをつなぐパブリックコミュニ

ティー「ＭＩＸ」を立ち上げたところでございます。 

 松江市総合計画に位置づける基本目標でありま

す「しごとづくり」「ひとづくり」「つながりづくり」

に掲げる施策の中でも、例えば、プログラミング言

語Ｒｕｂｙを活用して新しいビジネスを生み出す

Ｒｕｂｙ Ｃｉｔｙ ＭＡＴＳＵＥプロジェクト、

ワーケーションを推進するテレワーク・デイズ

ＭＡＴＳＵＥ、松江ならではの手仕事、ものづくり

に触れることのできる職人商店街創出事業など、

エコシステムとの連携により相乗効果が期待でき

る事業については、その仕組みに積極的に取り込

んでまいります。 

 今月中に、パブリックコミュニティー「ＭＩＸ」

の運営主体を含む産学官金連携による推進組織、

ＭＡＴＳＵＥ起業エコシステム推進会議を組成す

るとともに、今年の夏には、地元企業なども加えた

ＭＡＴＳＵＥ起業エコシステムコンソーシアムを

創設するなど、着実に歩みを進めていきたいと考

えております。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 
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○岩本委員 ありがとうございます。 

 次の質問に行きます。ふらっと縁カフェ事業費

について。 

 市民の意見を取り入れ、市政運営のヒントをも

らうことは非常に重要だと思いますが、このいた

だいたヒントを施策や事業にどのように反映して

いくお考えかをお伺いします。 

○三島（良）委員長 上定市長。 

○市長（上定昭仁） お尋ねいただきましたふらっ

と縁カフェにつきましては、市民の皆様の声を直

接市政に生かしていくという、若手職員の発想か

ら誕生しまして、今年度新しい事業としてスター

トいたしました。 

 市民の皆様と市長である私が垣根を設けず、フ

ラットに意見交換する場として、これまで２回実

施しております。 

 令和４年度は、新たな松江市総合計画に位置づ

ける「しごとづくり」「ひとづくり」など五つの柱

に沿ったテーマを設定し、四半期に１回のペース

で、市民の皆様から生の声を聞かせていただきた

いと考えております。 

 市民の皆様と直接対話する中でいただいたアイ

デアやヒントを、私自らが機動的かつ柔軟に取上

げ、関係部局とともに具現化することで、市民の皆

様に寄り添う市政を実行してまいりたいと考えて

おります。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続いて、中海・宍道湖・大山圏域事業について。 

 中海・宍道湖・大山圏域市長会事業については、

コロナ禍において事業を磨き上げて、マイクロツ

ーリズムの推進など連携事業を強化すべきだと思

いますがいかがでしょうか。 

○三島（良）委員長 高木観光振興部長。 

○観光振興部長（高木博） 中海・宍道湖・大山圏

域市長会では、毎年度当初に圏域観光局との間で

訪ねてみたい圏域づくり観光振興事業の実施に関

する協定、これを締結し、観光事業を推進しており

ます。 

 令和２年度からは、県外誘客が困難なコロナ禍

におきまして、スタンプラリーなどの企画を通じ

た圏域内の城めぐり、温泉めぐり、窯元めぐりなど、

地元の皆様の周遊の促進を図ってまいったところ

です。引き続き、マイクロツーリズムの視点から、

ウィズコロナにも対応した観光需要の取り込みを

図ってまいります。 

 来年度は、圏域観光局の主要事業として、圏域に

ある日本有数の農産物や水産物、例えばシジミや

ボタンなどの地場産品を紹介するオンラインツア

ーや、生産者の方と交流し農業や漁業を体験でき

る、リアルなモニターツアーを開催し、新たな顧客

の獲得やファンづくりに取り組んでまいります。 

 また、圏域の人との交流や、歴史文化、伝統芸能、

伝統工芸などに触れる、長期滞在型旅行商品の造

成を目指し、観光客と地元関係者をつなぐコーデ

ィネーターやガイドの育成とモデルツアーの実施

を計画しております。 

 加えまして、新たな取組として、総務省の企業人

材派遣制度を活用し、旅行会社から専門人材を受

入れ、中海・宍道湖・大山圏域観光局に派遣する予

定であります。専門知識、ノウハウ、人脈を生かし、

圏域の多彩な観光資源を活用した誘客を展開した

いと考えております。 

 引き続き、圏域市長会、観光局と連携し、圏域の

スケールメリットと相乗効果を生かし、観光誘客

に力を入れてまいります。以上です。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続いて令和４年度の交通事業会計について。 

 松江市全体で交通事業の今の窮状を本当に共有

すべきだと思います。今後市民と情報を共有し、取

り組みたい事業をお伺いします。 

○三島（良）委員長 須山交通局長。 

○交通局長（須山敏之） 本局の厳しい現況につき

ましては、本会議におきまして細木議員の代表質

問にお答えし、議員の皆様、それから市民の皆様に

もお知らせをしたところでございます。 

 今後は、市民、交通事業者、行政で構成されます

松江市公共交通利用促進市民会議におきまして、

公共交通事業者の置かれている現状、それから課

題、そして地域公共交通が、まず一つは、自動車を

持たない高齢者や学生等の弱者にとって、暮らし

を支える大切な移動手段であること、そして二つ

目が、地域活性化を支える基盤資源であること、そ

して三つ目が、環境効率、これは１トリップ当たり

のＣＯ２排出量などですが、この環境効率のよい交

通手段であること、これを共有していただきまし

て、公共交通の利用自体がＳＤＧｓにつながると

いうことをお知らせしてまいりたいと思っており

ます。 

 それから、ＩＣカードの利便性につきましても、

動画配信やケーブルテレビ放送などを活用し周知

を図りまして、バス利用の促進につなげてまいり

たいと思っております。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 最後の質問になります。令和４年度病院事業会

計について。 

 新型コロナウイルス感染症に対応した医療提供

体制の継続に向けて、特に取り組みたい事業等あ

ればお伺いします。 

○三島（良）委員長 入江市立病院院長。 

○市立病院院長（入江隆） 医療提供体制の継続と、

取り組みたい事業についてお答えをいたします。 

 令和２年１月に新型コロナウイルスの国内初感

染が確認されてから２年以上が経過しました。こ

の間、当院では、令和２年４月に病院長トップとす

る対策委員会を設置し、院内感染防止のための

様々な指針、マニュアルの作成や方針の決定を行

うとともに、同年８月には受入れ病院として、専用
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病棟の設置と必要なスタッフの配置を行ってまい

りました。さらに、保健所等と連絡を図りながら、

発熱外来やドライブスルー検査の実施、第５波で

は、病床逼迫に対応するためのメディカルチェッ

クの実施など、感染状況に即した対応を行ってま

いったところです。今後も引き続き、地域の医療ニ

ーズに即座に対応できるよう体制を維持してまい

ります。 

 一方で、急性期病院である当院の医療提供体制

の継続に向けた取組として、松江赤十字病院との

協力など、機能分化と連携を進め、一層質の高い医

療を提供していくことができると考えております。 

 また、患者さんの医療ニーズの変化にも対応し

ていくため、健康保険証機能を備えたマイナンバ

ーカードによるオンライン資格確認システムや、

１回の処方箋で反復利用ができるリファイル処方

箋の導入などに取り組んでまいります。 

 以上のような取組により、収益性を高めるとと

もに、業務の効率化による経費の節減も進めるこ

とで、安定した病院経営に努めてまいります。 

○三島（良）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 本当にコロナ禍の中、予算を編成す

ること、それから様々なことに対応していくこと、

本当に大変じゃないかなと思います。ぜひこれか

らもよろしくお願いします。 

 私からは以上です。 

○三島（良）委員長 次に、明政会柳原治委員。 

○柳原委員 明政会の柳原治でございます。 

 明政会を代表して質問いたしますが、通告では、

何点かもう重なった部分がありまして、回答も多

分同じであると思っておりますが、それ以上のも

のを期待しまして質問をさせていただきます。 

 一つ目に歳入について、１点だけお伺いいたし

ます。 

 令和４年度当初予算は、平成17年合併以降最大

の1,035億7,800万円とされました。主な歳入で、市

税収入が前年度比3.5％増の285億8,000万円と見

込まれました。 

 回答でも、中期財政見通しや国の財政対策に基

づいて見込んだと、また、個人消費が持ち直しの動

きがあるということや、設備投資が穏やかに持ち

直している、こういった代表質疑での回答がござ

いますが、何かほかに要因があれば。これ以上のも

のを期待しておりますがいかがでしょうか。 

○三島（良）委員長 水財政部長。 

○財政部長（水研二） 先ほどもお答えしたとおり、

令和３年度の個人市民税は、当初想定よりも比較

的堅調に推移と。また、法人市民税についても飲食、

宿泊、運輸を除きまして、多くの業種では、例年並

みの実績となってございます。 

 お尋ねいただいた、堅調に推移された要因という

ことでございますけれども、コロナ禍にもかかわら

ず、飲食業など一部を除いて、地域経済活動が大き

く低迷することなく継続したことが、個人所得や企

業業績が堅調であった要因と考えております。 

○三島（良）委員長 柳原委員。 

○柳原委員 ありがとうございました。 

 次に行きます。職人商店街の実現に向けた着実

な取組についてお伺いいたします。これも一般質

問でもございましたが、ちょっとさらにお聞きし

たいと思っております。 

 中心市街地に人の流れをつくり、にぎわいを取

り戻すため、本市の歴史、文化、水辺を生かしたゾ

ーニングを示す中心市街地エリアビジョンを定め、

加えて、公約に挙げた職人商店街の具現化に着手

されます。職人商店街創出事業費1,795万円。事業

を推進する仕組みの構築費350万円、既存店舗のリ

ノベーション促進費750万円、空き家や空き店舗を

活用した拠点づくり費695万円のうち、店舗改装支

援、それから活動拠点整備、これも計上されており

ますが、一般質問もされておりますが、もう少し具

体的にお伺いしますが、この辺のことと、あとまた、

軒を連ねる商店街のイメージと、これは何か所か、

こういったところもお伺いいたします。 

○三島（良）委員長 上定市長。 

○市長（上定昭仁） 柳原委員もおっしゃっていた

とおり、一般質問で、野津直嗣議員からお尋ねをい

ただいているところでございますが、とても大事

なところでございますので、もう１回反復すると

ころもございますけれども、お聞きいただければ

と思っております。 

 職人商店街につきましては、松江の中心市街地

に伝統工芸、特産品を扱う店舗や、現代工芸作家の

アトリエが軒を連ね、つながりを持って立地し、そ

れぞれの店舗において、職人のすぐれた手仕事が

見える化されると同時に、それを実際に体験して

楽しめるという二つのエンターテインメントを提

供する商店街をイメージしております。 

 松江でしか味わうことの出来ない魅力ある体験

や価値を民間事業者の皆様とともに知恵を絞って

生み出してまいりたいと考えているところでござ

います。 

○三島（良）委員長 柳原委員。 

○柳原委員 ここで店舗改装支援とか、活動拠点

整備というものは盛り込まれているから、これは

もう何店舗かとか、軒が来年度がつくられるわけ

ですね。 

○三島（良）委員長 上定市長。 

○市長（上定昭仁） ちょっと具体例を申し上げま

すと、橋北で今山本漆器店さんが、実際に職人の方

が、もともと２階にいらっしゃったんですが、１階

に下りて来られまして、ガラス張りに改装されま

した。これは市の何か補助金があったわけではご

ざいません。かつ、１階のところで職人さんが実際

にお仕事されているのを、ただ見るだけではなく

て、実際に旅行者の方、あるいはもちろん地元の方

でも構わないんですが、お金を払いますと、絵付け

をさせてもらえるというのがございます。 

 実際、私もそこに行きまして、山本さんにもお話

を聞いているところでございまして、そういった
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店舗を先ほど申し上げたような、まず職人の方が、

実際に職人の技を見せるという場と、それに加え

て、実際それを楽しめるといった二つのエンター

テインメントと申し上げましたが、そういった店

舗づくりのために、今回予算をつけさせていただ

いておりまして、具体的な取組について推進して

いきたいと考えております。 

○三島（良）委員長 柳原委員。 

○柳原委員 丁寧にありがとうございます。 

 続いて３番目に行きます。企業団地事業につい

てお伺いいたします。 

 分譲状況を見ますと、76区画中14区画が未分譲

でございます。特に第２内陸工場団地（朝日ヒルズ

工業団地）は、27区画中12区画が未分譲です。 

 未分譲地の企業誘致対策について、令和２年度、

それぞれ課題解決を図るため、積極的な予算措置

などをしていただきました。これは私が質問して

やっていただいたと記憶しておりますが、それに

よって１企業が誘致となったということでござい

ます。 

 現状分析、これも昨年９月でしたか、七つの事業

者とお話もされているということだったと思いま

すが、現状、また来年度どういうふうになるのかお

伺いいたします。 

○三島（良）委員長 森原産業経済部長。 

○産業経済部長（森原透） 企業団地の未分譲地14

区画につきましては、まず、第２卸商業団地（クレ

アヒル松江）と揖屋干拓工業団地にそれぞれ１区

画ございまして、いずれも売却に向けて商談を進

めております。 

 第２内陸工場団地（朝日ヒルズ工業団地）につき

ましては、令和２年度の価格改定後、１区画を売却

し、直近では９区画で商談を進めておりましたが、

このうち１区画で商談がまとまりましたので、令

和４年度当初に売却する予定としております。 

 一方で、新型コロナウイルス感染症の拡大以降

では、民間企業において経済動向の変化を踏まえ、

投資判断が慎重に進められていることなどもあり、

継続して商談を重ねておりますが、売却に向けた

動きが鈍化している状況にございます。 

 加えて、直接的な企業訪問や現時点の説明が難

しい状況にある中、オンラインツールを活用した

交渉など、でき得る限りの対応を図りながら、丁寧

な説明に努め、引き続き島根県など関係機関と連

携しながら未分譲区画の早期売却に取り組んでま

いりたいと考えております。以上です。 

○三島（良）委員長 柳原委員。 

○柳原委員 成果が少しずつは出ていると言いま

すが、今コロナ禍でございます。控えている企業も

あると思いますが、しっかり取り組んでいただき

たいと思います。 

 次、４番目行きます。学校管理について。 

 これは先ほども、志翔の会からの御質問もあり

ましたけれども、さらに進めていただくようにお

願いしたいと思います。 

 小中学校のトイレ洋式化率は、全国で57％、松江

市は44％、令和３年９月現在ですね。目標値は80％

であります。令和４年度の整備後の洋式化率が

48.2％とされております。令和３年12月から児童

生徒、教職員対象に学校トイレ実態調査を実施し、

取りまとめ中となっていますが、現状の感染症を

考えれば、早期の目標達成が必要と思います。状況

をお伺いします。 

 しかし、その中でも、12月から取りまとめて、ま

だ取りまとめ中となっていますが、この辺はどう

かなと思っております。 

 また、小中学校のエアコンの設置。普通教室が終

わりました。特別教室の未設置教室に取り組まれ

ております。整備スケジュールでは、令和７年まで

となっていますが、普通教室のように、一斉にどん

とやりましたね、そういうことが必要ではないか

と思っております。 

 未設置の教室、ちょっと通告には書いておりま

せんが、何室あって、あとどのぐらい残っているん

でしょうかお伺いします。 

○三島（良）委員長 藤原教育長。 

○教育長（藤原亮彦） まず、学校のトイレの洋式

化については、先ほどもお答えいたしましたが、ト

イレの実態調査の結果はまとまりましたので、こ

の結果に基づきまして、改修の方針、これを年度内

に策定して、具体的なスケジュールをお示しして

まいりたいと思っております。 

 それから、やはり整備率の低い学校、ここから着

手していく考えでございますので、御理解をよろ

しくお願いいたします。 

 特別教室の空調設備の整備につきましては、御

意見の趣旨を踏まえまして、全体事業との調整を

行う中で、できるだけ早い実現に向けて取り組ん

でまいります。 

 すみません、ちょっと特別教室の未整備の個数

につきましては、ちょっと把握しておりませんの

で、またお答えをしたいと思いますが、いずれにし

ても、申し上げておりますように、教育現場の環境

整備、これはぜひ早期にやっていかなければいけ

ない課題だと思っておりますので、しっかり頑張

ってまいりたいと思っております。 

○三島（良）委員長 柳原委員。 

○柳原委員 ありがとうございます。ぜひ、早期な

取組をよろしくお願いいたします。 

 続いて、放課後児童クラブ。令和３年度の待機児

童は、公設民間合わせて91人であります。令和４年

度の状況と抜本的な対策が必要と思いますがお伺

いいたします。併せて、公設児童クラブの指導員確

保に苦慮しているが、状況を伺います。 

○三島（良）委員長 藤原教育長。 

○教育長（藤原亮彦） 今年度は、待機児童解消に

向けまして、民間児童クラブの施設整備への補助

制度を新設いたしました。その成果として、来年度

は民間児童クラブにおいて、現時点におきまして

約300人の定員増が図られるものと見込んでおり
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ます。数字の上では、先ほどの91名の待機児童とい

うことでしたので、待機児童の解消が実現できる

と期待するところではございますが、親御さんの

ニーズというのは様々でございまして、入会可能

なクラブが自宅近くにないこととか、公設クラブ

への入会ニーズなどにより、需要と供給のミスマ

ッチが生じることもあると見込んでおります。 

 現在、対象となる児童が民設のクラブへ入会変

更できるのかとか、あるいは入会希望の公設クラ

ブに空きが出るまで待機されるのかなどの意向に

ついて確認を行っているところでございます。 

 公設児童クラブにおいては、今年度ほどではな

いものの、やはり一定数待機児童が出るのではな

いかと見込んでいるところでございます。 

 次に、公設児童クラブの人材確保のことでござ

います。各クラブで地域住民の皆さんの周知等に

御尽力いただいているところでございます。大変

感謝を申し上げたいと思います。 

 シルバー人材センターからの職員派遣事業の紹

介、これをまず行っております。それに続きまして

今年度から、本市が求人を希望するクラブの情報

を一括して求人情報サイトへ掲載する取組を始め

ております。14の児童クラブ運営委員会で活用を

いただいております。 

 引き続き、本市も運営委員会と一緒になりまし

て人材確保に取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

 なお、待機児童対策を進める上で、児童クラブに

おいては、公設と民設の役割分担や、公設において

は、パート職員が実際の運営を担っていただいて

おりまして、責任の所在が明確でないということ

や、パート職員の皆さんが不規則で不安定な勤務

体系にあるということで、人材確保が非常に難し

いという運営体制の構造的な問題があると承知し

ております。 

 この問題の整理が必要と考えておりまして、各

クラブの運営上の課題等をしっかりと伺いながら

検討を行いまして、早期に課題解決を図るための

指針をお示ししてまいりたいと考えております。

以上でございます。 

○三島（良）委員長 柳原委員。 

○柳原委員 最近、これはコロナ禍になりまして

から、この運営委員会の連絡協議会、委員長会です

か、一つも行われておりません。状況としても、他

のクラブのこともあまり入ってきません。この辺

をどういうふうにお考えなのか、これは今質問で

はなく、要望として聞きおいていただければと思

いますが、開催してやっぱり状況、ほかのクラブの

現状把握をしたいと思っておりますので、よろし

くお願いいたします。 

 続いて最後の質問でございます。総合運動公園

の各広場より遊びやすい空間へについてでござい

ます。 

 オリンピック競技でもありましたスケートボー

ド、人口も増えておりますが、そういう中で、松江

市にもその専用の遊び場がないということで、こ

ういったものをつくられるのはわかります。 

 見る限り、スピードが出るスポーツでございま

す。子どもが自由に遊べる場所、あそこは多目的広

場ですね、そういうところではなくて、やはり専用

の場所、遊び場をつくるというのが、一つ手ではな

いでしょうか。場所等も含めて考えていただきた

いと思います。 

 それから、運動公園、競技場、それぞれ野球場も

ありますが、よくここを使われる諸団体等あろう

と思いますが、その辺に聞かれたのかどうなのか、

その辺も含めてお伺いいたします。 

○三島（良）委員長 爲國都市整備部長。 

○都市整備部長（爲國岳彦） 松江総合運動公園の

中央広場に整備する多目的スペースについては、

スケートボードの初心者でも体験できる平らな路

面を整備するとともに、安全対策のため、取り外し

のできる飛び出し防止用のネットフェンスの設置

などを予定しております。 

 上級者が中心に利用する専用のスケートボード

場は、周辺環境との騒音などに係る調整や滑走す

るための広さの確保を前提に適地を選定する必要

があるため、直ちに整備するのが難しいのが現状

でございます。 

 しかしながら、東京オリンピックを契機にスケ

ートボードを始めた子どもたちがふえているとい

うこともあり、次年度から実施いたします将来の

公園のあり方検討の中で、市民の皆様や利用希望

者の方々のニーズを聞きながら検討を進めていき

たいと考えております。以上です。 

○三島（良）委員長 柳原委員。 

○柳原委員 ということは、あそこの多目的広場

は平らなところで、そうそうプロではないですけ

れども、私ら、私らは年で出来ませんけれども、素

人が滑るようなところだと。それに対してしっか

り安全対策はとるということでございますね。 

 ただし、公園、今検討中ということでございます

が、プロではないんですが、本当専門的に遊ぶ、ス

ポーツとしてやる場所というのは、今後考えてい

くということでよろしいでしょうか。 

○三島（良）委員長 爲國都市整備部長。 

○都市整備部長（爲國岳彦） 委員が言われたとお

りでございまして、ぜひとも委員のほうも、平らな

ところで出来ますので、ぜひともチャレンジして

いただければと思っております。よろしくお願い

いたします。 

○三島（良）委員長 柳原委員。 

○柳原委員 終わります。 

○三島（良）委員長 次に、民主ネットワーク津森

良治委員。 

○津森委員 民主ネットワークの津森良治でござ

います。会派を代表しまして総括質疑をさせてい

ただきたいと思います。 

 主に歳入について１項目、そして歳出について

５項目質問をさせていただきます。よろしくお願
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いしたいと思います。 

 まず歳入について。これについては、今までの皆

さんと少しかぶる点がございますけれども質問を

させていただきます。ちょっと捻っている言い方

になっているかもしれませんが、よろしくお願い

したいと思います。 

 市税の増額を見込んだ根拠として、令和３年度

決算見込みは、当初の想定まで税収が落ち込まな

かったことから決算見込み並みとしたとある。と

りわけ法人市民税の伸びが顕著な歳入案となって

いるが、良い意味で、見込み違いとなった要因をど

のように分析しておられるのかお伺いいたします。 

○三島（良）委員長 水財政部長。 

○財政部長（水研二） 見込み違いとなった要因と

いうことでございますが、令和３年度当初予算にお

きましては、リーマンショック時並みの大きな落ち

込みがあるものと、法人市民税で35％の減を想定し

ておりましたが、飲食業など一部を除きまして、多

くの業種で例年並みの実績となっています。 

 これは、コロナ禍にもかかわらず、地域経済活動

が大きく低迷することなく継続したことから、令

和４年度の伸びにつながったものと考えています。 

○三島（良）委員長 津森委員。 

○津森委員 わかりました。 

 そういたしますと、続いて歳出について質問を

させていただきますが、まずは市長にとって初め

ての予算編成であり、選挙の折に掲げられた施策

を実行に移す意気込みを感じさせていただいてお

ります。 

 様々な新規事業が提案されており、これらを実

行するためには、予算に加えて、組織機構と人員配

置・配分の検討が、実績を上げていく上で大切な要

素だと考えます。 

 今議会には、組織再編が提案されていますが、そ

れに伴う人員の配置・配分について、どのような検

討がなされ、見直されたのか、特徴的な事例をお伺

いいたします。 

○三島（良）委員長 上定市長。 

○市長（上定昭仁） 市の組織機構と職員の配置に

つきましては、津森委員御指摘のとおり、限られた

人員を前提にしながらも、最善の行政サービスを

市民の皆様にお届けすべく非常に重要な課題だと

思っております。 

 現行の業務量とこれから取り組むべき新規事業

の内容を精査の上、これまで検討してまいりまし

た。 

 令和４年度は、新型コロナウイルス感染症への

対応に万全を期すため、ワクチン接種や保健所の

体制強化を図るとともに、ＳＤＧｓ、あるいはＤＸ

（デジタルトランスフォーメーション）を初め、松

江市総合計画に掲げる施策を着実に推進するため、

体制の拡充を図ることとしております。 

 今回の議会において提案させていただいており

ます部の再編を通じて、各部局の横断的連携を強

化し、オール市役所としての対応力を最大化して

まいりたいと考えております。 

○三島（良）委員長 津森委員。 

○津森委員 市長、ありがとうございます。 

 ぜひ、市長のリーダーシップを発揮していただ

いて、しっかりやっていただきたいと思います。 

 ２項目めになりますけれども、新庁舎建設事業

については、これまでの議論の中で、工夫を凝らし

コストダウンに努めるとされてきておりますけど

も、来年度予算の積算に当たって、具体的な経費節

減策が検討されたのか、また、その結果が予算に反

映されているのかお伺いいたします。 

○三島（良）委員長 水財政部長。 

○財政部長（水研二） 新庁舎の工事につきまして

は、現在、令和５年春に供用開始予定としている第

１期工事を進めており、市民の皆様の御協力により、

これまでのところ工事は順調に進んでおります。 

 ここのところ、世界的に資材や燃料価格の高騰

が建築コストを圧迫しているため、本工事に当た

っても資材調達や工程調整など、請負企業の皆さ

んと知恵を出し合いながら経済性や効率性の確保

に努めております。もともと必要最小限の設計内

容ですので、現段階での見直しによるコストダウ

ンは難しい状況です。 

 一方で、備品調達や完成後の維持管理に係る内容に

ついては、今後、工夫の余地があると考えています。 

 令和４年度の当初予算では、債務負担行為として、

１期分の備品購入費を計上しておりますが、この執

行に当たっては、登録事業者への事前調査の結果な

どを踏まえ、経済性や公正性、市内事業者の受注機

会の確保などにも配慮して進めてまいります。 

○三島（良）委員長 津森委員。 

○津森委員 今お答えいただきましたけれども、

ということは全体の予算規模はふえていくという

ような感じになるんですかね。 

 資材コストを含めて上がっていくというような

お答えもございましたけれども、結構工夫をして、

備品調達などで努力するとはおっしゃいましたけ

れども、やはり今後、さっき答弁にありましたけれ

ども、資材コスト高騰あるいは人件費なんかもあ

るのかもしれませんが、増えていくというような

感じに受け止めていいんですか。 

○三島（良）委員長 水財政部長。 

○財政部長（水研二） 具体例を申し上げますと、

契約時から現在のところでは、市場価格で申し上

げますと、鉄筋については1.48倍となっておりま

す。Ｈ鋼なども1.47倍と非常に今高騰していると

ころでございまして、現在のところ事業者からの

申出はございませんけれども、今後あってもおか

しくない状況だと思っております。 

○三島（良）委員長 津森委員。 

○津森委員 ぜひ、今後の推移なども、きちんと見

極めていただいて、その都度都度議会のほうにも

お話しいただければと思っておりますので、よろ

しくお願いしたいと思います。 

 次の項目に移らせていただきたいと思います。
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新型コロナウイルス感染症により、様々な困難に

直面した個人や事業所に対する支援策は、来年度

予算にも数多く盛り込まれております。 

 そこで、今年度の各種支援策、とりわけ松江市独

自の支援策の費用対効果など実績評価や総括が行

われ、その上で新年度事業が企画されているのか

お伺いをさせていただきます。 

○三島（良）委員長 森原産業経済部長。 

○産業経済部長（森原透） 令和３年度の商工業に

係る新型コロナウイルス感染症対策として、経営

が悪化している事業者を支援するため総額６億

9,000万円の予算化の上、実行をしております。 

 その中で、令和２年度に引き続き、松江地区商工

会・商工会議所連携協議会が実施するプレミアム

付飲食券発行事業について支援しておりますが、

当初発行分の３万セットが始まると同時に完売す

る売れ行きであったため、追加で４万4,000セット

を発行し、さらなる消費喚起を図ったところです。 

 同連携協議会によれば、令和２年度に３万セッ

トを発行した際、３億247万円の経済波及効果が試

算されており、令和３年度の販売状況を踏まえれ

ば６億円程度の経済波及効果が見込まれるものと

期待をしております。 

 飲食店からは来店客数の増加や客単価の向上に

効果があったとの報告や、追加発行チケットの利

用対象となったタクシー運転代行などの交通事業

者からは、年末にチケットの利用が目に見えて増

えてありがたかったと評価をいただいております。 

 このほか、令和３年度にコロナ禍で売上げが減少

した全業種を対象に、事業継続のための給付金とし

て2,773件、３億9,470万円を支給しております。 

 本事業につきましては、市内の商工団体からの

要望を受けまして、売上げ減少要件を５割から２

割に緩和いたしましたが、今年度の申請状況を見

ると、売上げ減少率２割以上３割未満の事業者か

ら最も多く申請をいただいております。 

 また、市内商工団体によると、売上げ減少率が低

い事業者においても、懸命な経営改善の結果、その

売上げ減少幅の範囲にとどまっているということ

でもございまして、このたびの国の事業復活支援

金の対象とならない、売上げ減少幅２割以上３割

未満の事業者を対象とする松江市事業復活支援金

を創設することといたしたところでございます。 

 また製造業支援では、サプライチェーンの再構

築などに対応した、新市場開拓や感染症対策を含

む現場改善等の支援について、令和４年２月末時

点で、40事業者から5,052万円の申請をいただいて

おります。 

 支援先の製造業者からは、新分野における量産

受注の引き合いがあった、新規取引先の獲得によ

って売上げのリスク分散が図れたなどと報告を受

けており、生産性の向上や販売、販路拡大などの効

果が出ているものと考えております。 

 加えまして、観光業につきましては、観光需要の

回復のため、令和３年度に総額約２億円を予算化

し、コロナ禍の状況を見極めながら、様々な支援策

を実施してまいりました。 

 ネット系旅行会社を活用した宿泊割引や、団体

旅行商品割引などの事業は、コロナ禍の拡大によ

り一時休止となった時期もありましたが、約３万

人の宿泊につながり、７億円程度の観光消費額を

見込んでおります。 

 また、本商品を扱う旅行会社のサイトやパンフ

レットにおいて、松江の露出をふやしたほか、広告

代理店による情報発信にも取り組み、認知度の向

上につながったものと考えております。 

 令和４年度の予算においては、観光需要のＶ字

回復を目指し、即効性のある宿泊割引キャンペー

ンや誘客プロモーションを強化するほか、新たに

日本旅行業協会と連携した旅行商品の企画・販売

の促進などを行っていくこととしております。以

上でございます。 

○三島（良）委員長 津森委員。 

○津森委員 ありがとうございます。 

 いずれにしても、市長の施政方針の中にもあり

ましたけれども、新型コロナウイルスに関連する

対策、最優先課題だとおっしゃっておりましたの

で、しっかり行っていただきたいと思います。 

 次に移りますが、行政事務やあるいは業務のデ

ジタル化は、松江市にとっても大切な課題である

と思います。 

 しかし、それに伴う経費負担は、予算案の各所に

分散され、全体像が見えにくいように感じており

ます。 

 松江市としては、今後取り組むべきデジタル化

に向けた計画に合わせて、想定される投資額とラ

ンニングコストについて検討されているのかお伺

いをさせてください。 

○三島（良）委員長 山根政策部長。 

○政策部長（山根幸二） 令和４年度の当初予算案

におけるデジタル関連経費については15億1,800

万円であり、内訳は、書かなくて済む窓口など新規

のシステム導入に6,400万円、機器更新・システム

改修に２億3,700万円、維持管理に12億1,700万円

を計上しております。 

 令和５年度以降の経常的な経費につきましては、

15億円前後で推移するものと見込んでおりますが、

加えまして、国による基幹系システムの標準化、市

民サービスの向上や業務効率化に向けたシステム

化への対応などの費用が必要になるものと想定を

しております。 

 本年度策定するみんなに優しいデジタル市役所

計画は、令和４年度から令和11年度までの８年間

のデジタル化の取組を盛り込むこととしており、

必要な予算につきましても、計画の進捗管理に合

わせて精度を高め、戦略的にデジタル化を推進し

てまいります。 

○三島（良）委員長 津森委員。 

○津森委員 ぜひ、おっしゃったように、本当にデ

ジタル化は大切な課題だと思っておりますので、し
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っかり投資額や、あるいはランニングコストなども

年度ごとに分析しながら取り組んでいただきたい

と思います。よろしくお願いしたいと思います。 

 最後の質問になりますけれども、新年度予算案

に7,904万8,000円の、いわゆる地籍調査事業が盛

り込まれております。 

 本市の令和３年度における進捗率は、66.59％です。 

 実は2024年（令和６年）４月１日から、いわゆる

相続登記の義務化が開始されるわけでありますけ

れども、それを見越すと、不明の土地の問題や、い

ろいろな案件がありますが、私自身としても事業

の進捗を進めるべきではないか、早めるべきでは

ないかということを考えます。 

 仮に、現在のペースで地籍調査を実施していく

と、100％に到達するにはどの程度の歳月を要する

ものなのかお伺いをさせてください。 

○三島（良）委員長 爲國都市整備部長。 

○都市整備部長（爲國岳彦） 地籍調査事業は、所

有者や地目、境界、面積の明確化を図る事業で、国

土調査法に基づき10年ごとに計画を立てて実施す

る仕組みとなっており、現在は、令和２年度からの

第７次10か年計画の期間となっております。 

 令和２年度末の進捗率につきましては、全国が

52％、島根県が52.7％に対し、松江市は66.4％です

ので、平均よりも進捗している状況でございます。

御質問の、100％到達までどの程度の歳月が必要な

のかにつきましては、第６次－前回の計画でござ

います－の実績をそのまま当てはめますと、150年

後に完了する見込みとなります。 

 しかしながら、現在の計画でいきますと、２倍の

事業量を実施する目標を立てておりますので、そ

のとおりに進めば、半分の75年後に完了すること

となります。 

 なお、平成16年度から、人口が集中している地域

において、法務局の直轄事業による地図作成業務

を実施されているところでございます。以上です。 

○三島（良）委員長 津森委員。 

○津森委員 今の地籍調査事業の関係ですけれど

も、ある面では私も、所在不明の土地の問題等、こ

の相続登記の義務化の問題とちょっと絡めて質問

しましたけれども、例えば県やいろんなところが

やる公共事業ですね、そういったところでも、地籍

調査がきちんとなっていれば、早く事業が進捗し

たりする状況などもあると思うんです。 

 やっぱりきちんとやるべきことはやって、今、

150年先だとかとおっしゃって、予算がつけば75年

になるとかおっしゃっていますけれども、やはり

きちんと、早めてやっていただきたいということ

を最後、要望という形になりますけれども、させて

いただいて質問を終わります。以上です。 

○三島（良）委員長 あと２会派残っておりますが、

ここで、しばらく休憩させていただきます。 

  〔午前11時53分休憩〕 

 

  〔午後０時58分再開〕 

○三島（良）委員長 休憩前に引き続き委員会を開

きます。 

 総括質疑を続けます。 

 公明クラブ長谷川修二委員。 

○長谷川委員 公明クラブの長谷川修二でござい

ます。会派を代表いたしまして総括質疑をさせて

いただきます。 

 まず一般会計予算から、１点目、交付税算定の基

礎となる基準財政収入額と基準財政需要額の過去

５年間の増減はいかがであったのか伺います。 

 特に、人口減少の影響やコロナ禍における影響

はいかがであったかお伺いをいたします。 

○三島（良）委員長 水財政部長。 

○財政部長（水研二） 基準財政需要額は、平成29

年度以降、480億円程度で推移しております。これは

合併算定替えによる縮減や公債費の減少等のマイ

ナス要因と、中核市移行や幼児教育無償・保育の無

償化による社会福祉費などの増加要因があったこ

とから、結果として横ばい傾向となったものです。 

 基準財政収入額については、250億円程度で推移

しておりますが、令和２年度は、消費増税率による

地方消費税交付金の増加を反映し263億円となっ

ております。 

 また、本市の人口推移による影響につきまして

は、令和２年の国勢調査で、５年前の調査から

2,614人減少しており、単純に交付税の算定結果に

成人人口の減少として反映しますと、約３億4,000

万円の減と試算出来ます。人口測定単位とするも

ののみで見ると、この程度の影響が出ているもの

と思っております。 

 また、コロナ禍による影響については、国が各自

治体に必要な経費を新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金として、交付税とは別に交

付しているため、地方交付税にはほとんど影響が

ないものと考えております。 

○三島（良）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 交付税がないと地方の財政、なか

なか運営が厳しいところでございます。その算定

の基礎となるもの、過去５年の推移をお伺いした

のは、今回の令和４年度予算、中核市になってから

５回目の予算であるということからお伺いしたと

ころでございます。 

 ２点目、電源立地交付金の交付額は、大きな変化

は見られないが、今後の交付の予定についてお伺

いをいたします。 

○三島（良）委員長 山根政策部長。 

○政策部長（山根幸二） 電源立地地域対策交付金

は、発電用施設周辺地域整備法などに基づいて交付

されておりまして、電気の消費地が享受する恩恵の

一部を生産地に還元するとともに、発電所が立地す

る地域の振興を図ることを目的とされております。 

 近年の交付金額は、22億円から23億円で横ばい

となっておりますが、これは、現行の交付金制度が

停止中の発電所におきましても一定の発電量があ

ったものとみなして交付金を算定する仕組みにな
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っていることが主な要因でございます。 

○三島（良）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 この電源立地交付金について、一

定額かなと思っておりましたら、若干上がったり

下がったりということがあるということでお聞き

したまででございますが、電源が立地する自治体

である我々松江市でございます。私思っていると

ころで申し上げますと、広島並みの明るさが、この

松江市にあればというふうに常々思っているとこ

ろでございます。今後増えるように、要望が出来た

らと思っているところでございます。 

 ３点目、コロナ前、2020年度予算と2022年度予算

で、社会保障費の項目別の増減はいかがかお伺い

をいたします。 

○三島（良）委員長 水財政部長。 

○財政部長（水研二） コロナ禍前の令和２年度当

初予算と令和４年度当初予算を比較しますと、まず、

主な増額項目といたしましては、訓練等給付費や介

護給付費等の増により、障がい者福祉費が5.1億円

の増、放課後デイサービス事業費の増により児童福

祉費が2.4億円の増、介護給付費の増に伴い介護保

険事業繰出金が1.3億円の増となっております。 

 一方、主な減額項目といたしましては、施設整備

の完了に伴う補助金の減により、社会福祉総務費が

5.3億円の減、生活保護扶助費の減により扶助費が

1.2億円の減、コロナ禍での受診控えに伴い国民健

康保険事業繰出金が1.1億円の減となっております。 

 社会保障経費全体としては、3.2億円、0.9％の増

となっております。 

○三島（良）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 ４点目でございます。寄附金が増

加する見込みの予算となっておりますが、どのよ

うにして集めるか、手法について、また、集めた寄

附金はどのように、そして何に使うものかお伺い

をいたします。 

○三島（良）委員長 上定市長。 

○市長（上定昭仁） 寄附金につきましては、吉金

委員にもお答えしましたとおり、ふるさと納税の

寄附金に力を入れていくことにしておりまして、

令和３年度当初予算比で１億円の増加を見込んで

いるところでございます。 

 寄附金を集める手法につきましては、令和３年

度に松江商工会議所青年部の皆様と取り組んでき

ました新たな返礼品の発掘や、寄附金受付サイト

の見直しに引き続き取り組むとともに、事業者が

返礼品の魅力化、充実化を図るための、本市による

送料負担などを通じて、寄附金の増額につなげて

まいりたいと考えております。 

 なお、いただきました寄附金につきましては、基

金に積むことになっております。ふるさと松江だ

んだん基金、あるいはスポーツ振興基金、歴史まち

づくり基金に積立てた上で、寄附者の方の御意向

に沿った事業に充当して活用してまいります。 

○三島（良）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 今手法について、サイト等で御案

内するとおっしゃった。都会地の富裕層というか、

そういった方々は、よくよく御覧になっていらっ

しゃるとお伺いしております。充実を図られるこ

とをまた要望させていただきます。 

 ５点目、入湯税をふやしていく取組について、御

所見をお伺いいたします。 

○三島（良）委員長 高木観光振興部長。 

○観光振興部長（高木博） 入湯税は、地方税法で

定められた税であります。鉱泉浴場における入湯

行為に対し、入湯客に課税する税でございます。入

湯客からの徴収につきましては、温泉を提供する

旅館やホテルなどの宿泊事業者が、特別徴収義務

者となって代理徴収し納税をいただいております。 

 入湯税をふやすためには、温泉旅館や温泉のあ

るホテルなどへの宿泊客をふやすことが必要でご

ざいます。令和４年２月末現在、29の特別徴収義務

者から税の申告を受けております。温泉旅館が23

施設、ホテルタイプが６施設となっております。 

 入湯税の基礎となる本市の入湯客数でございま

すが、コロナ前の令和元年度が69万5,462人でござ

いました。これに対しまして、令和２年度が36万88

人、令和３年度は２月時点の見込みとして39万

7,341人となっております。コロナ感染症の影響に

より、観光業界全体が大きな影響を受けておりま

すので、温泉施設への入湯客数も落ち込みが続い

ております。 

 令和４年度は、観光需要のＶ字回復予算を計上

しておりますので、県内客、県外客を問わず、即効

性のある宿泊割引キャンペーンなどを実施し誘客

に努めてまいります。以上でございます。 

○三島（良）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 ぜひ、Ｖ字回復を図っていただい

て、入湯税がふえる取組をしていただければと思

っております。 

 ６点目、まちづくりについて方針を検討すると

されておりますが、都市計画税の今後の在り方と

見込みについて御所見をお伺いいたします。 

○三島（良）委員長 水財政部長。 

○財政部長（水研二） 都市計画税は、市街化区域

内の様々な都市計画事業に要する経費に充当する

目的で御負担いただいております。 

 まちづくりについては、市域内のバランスのと

れた発展と中心市街地の再生の両輪により、「夢を

実現できるまち、誇れるまち 松江」の創造に向け

て推進してまいります。 

 都市計画税については、令和４年度中に土地利

用制度の方針を決定する予定としておりますので、

その検証や議論に合わせて、都市計画税だけでは

なく市税全般の在り方について十分に検討してま

いります。 

○三島（良）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 今後まちづくりについて検討され

るということです。大事な都市計画税でもあります。

ただ、市民の皆さんから都市計画税についてのいろ

いろな御意見もいただいている現状もございます。
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そこのところの、市民の皆さんの意見であったり、

また、将来の松江のまちづくりということ、バラン

スを考えて御検討いただけたらと思っております。

なしにするということを言っているわけじゃなく、

上手にそこのところバランスをとってやっていた

だければということで申し上げております。 

 ７点目、森林が多い土地がらにしては、森林環境

譲与税の金額がいささか少ないように思いますが、

今後の見込みと森林環境譲与税の算定の考え方に

ついて、これは一般質問で森脇勇人議員もおっし

ゃっておりましたが、改めてお伺いをいたします。 

○三島（良）委員長 森原産業経済部長。 

○産業経済部長（森原透） 森林環境譲与税は、令

和元年度から交付され、徐々に増額されながら令

和６年度から満額が交付される予定でございます。 

 森林環境譲与税の交付額は、私有の人工林面積

分の割合を50％、林業就業者数分の割合を20％、人

口分の割合を30％として算定されています。 

 松江市の交付額は、国勢調査や農林業センサス

の数値などにより変動もありますが、令和３年度

が5,042万円、令和４年度、令和５年度おのおのが

6,508万円、令和６年度からは7,987万円となる予

定です。配分額については、先ほど説明したように、

私有の人工林面積以外の要素もあることから、必

ずしも森林面積に対して交付額が比例するもので

はございません。 

 森林環境譲与税の目的は、森林整備に加えて木

材の利活用促進もあり、人口が多い都市での木材

需要の拡大も必要であることから、算出基準につ

いては一定程度理解するところでございますが、

全国市長会においては、森林環境譲与税の譲与基

準等については、各市町村の利用状況などを踏ま

え、必要な検討を行うことと提言をしているとこ

ろであり、今後も国の動向に注視してまいりたい

と思っております。以上です。 

○三島（良）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 30％の人口の算定基準があるとい

うことで、これは存じ上げていた次第でございま

すが、横浜市が相当な額をいただいていらっしゃ

ると。確かに木材利用のことで、都会地でもそうい

ったことを促進するということでの意味合いがあ

るのかと思いますが、様々、昨今森林を取り巻く環

境であったり、また災害であったり、そういったこ

とで、整備をしないといけない、この土地がらでご

ざいます。市長会を通じて、しっかりそこの辺の御

要望もしていただければと思っております。 

 ガス事業会計予算についてお伺いをいたします。 

 脱炭素の観点から、エネファームに対する御所

見と補助金の増額についての御所見をお伺いいた

します。 

○三島（良）委員長 山内ガス局長。 

○ガス局長（山内政司） エネファームの発電・熱

利用の効率につきましては、メーカーによります

と、大規模発電所による発電は、送電ロス等により

まして、約59％のカロリーロスがあると。発熱のも

のに対しまして、都市ガスでは約３％のロスであ

る、ＬＰガスではロスがほとんどないとされてお

ります。 

 御質問の脱炭素の観点から申し上げますと、標

準的な４人家族の世帯を想定いたしますと、都市

ガスでは年間約1.4トン、ＬＰガスでは年間約1.2

トンのＣＯ２が削減されるとされておりまして、低

炭素化に大きく貢献するものと考えているところ

でございます。 

 そういったエネルギーの高効率性及びＣＯ２の

削減効果から、松江市、これは一般会計でございま

すけれども、松江市においても上限14万円の家庭

用燃料電池システム（エネファーム）の補助制度を

設けているところでございます。 

 一方で、都市ガスのエネファームにつきまして

は、ＬＰガスのエネファームよりも機器代金が１

割程度高いため、導入が進まないのが現状でござ

います。 

 このことから、松江市の環境政策、低炭素、脱炭

素に向けた取組に貢献するために、松江市の補助

金の交付決定を受けられた都市ガスのお客様に対

しまして、松江市と同額の補助を行い、都市ガスエ

ネファームの導入促進を図ることとしたところで

ございます。 

 併せまして、エネファームの導入によりまして、

一般家庭の都市ガスの使用量は約５倍になると言

われておりまして、都市ガスの販売量増にも大き

く貢献するものと考えているところでございます。 

○三島（良）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 ぜひ特段のお取組をよろしくお願

いいたします。 

 交通事業会計予算について、続いてお伺いをい

たします。 

 交通系ＩＣカードの普及を図る取組についての

御所見をお伺いいたします。 

 特に、チャージ機の利便性の向上と、市役所内に

おいてのチャージ機の設置についての御所見をお

伺いいたします。 

○三島（良）委員長 須山交通局長。 

○交通局長（須山敏之） 昨年導入いたしました交

通系ＩＣカードにつきましては、これも細木議員

の代表質問にお答えいたしましたとおり、今後大

きな可能性があるものと考えております。 

 このＩＣカードへのチャージにつきましては、

ＪＲの駅を始めといたしまして、コンビニエンス

ストア、それから松江市交通局、それからテルサの

２階の事務局、あと一畑関連では、一畑バスの本社、

一畑トラベルサービスなどでチャージをすること

ができるようになっております。 

 市役所内におきましても、第４別館の観光協会

で、チャージだけでなく、ここではＩＣカードの発

行、それから定期券の発行もできるようにしてい

るところでございます。 

 また、全ての路線バスの車内でもチャージがで

きるようになっておりますので、安心して御利用
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いただけるものと思っております。 

 ただ、このことについてのＰＲは、まだまだ足り

ないと思っております。 

 この交通系ＩＣカードの普及につきましては、

今申し上げました、いろいろなところでチャージ

ができるということ、それからバスやＪＲでの利

用だけでなくて、スーパーやコンビニ等で買物に

も利用ができること、それから使いやすさであっ

たり、非接触型でありますので、いわゆる感染対策

にも寄与するということなど、市の交通政策課や、

松江市の公共交通利用促進市民会議と連携をして

ＰＲをしていきたいと思います。 

 そして特に、この３月から高齢者ＩＣＯＣＡの

発行、利用が始まりましたので、これについては、

市の福祉部でありますとか、松江市社会福祉協議

会などとも連携して利用促進を図ってまいりたい

と思います。 

○三島（良）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 最後の質疑でございます。 

 病院事業会計予算について、１点お伺いします。 

 コロナ禍が続く中、人件費や薬剤費、各資材費用

の増加が予測されるが、予算における改善点につ

いての御所見をお伺いいたします。 

○三島（良）委員長 入江市立病院院長。 

○市立病院院長（入江隆） 新型コロナウイルス感

染症に対応する体制維持に万全を期すため、人件費

や各資材費は節減することが難しいものの、予算措

置における、コロナ禍によるＩＣＴ活用の浸透から、

研修や学会、会議等について、積極的にウェブ対応

に切り替えることで、旅費の縮減を実施しました。 

 なお、旅費予算の見直しについては、経費削減の

効果だけでなく、感染症対策、移動時間の削減によ

る時間の有効活用などにも資することから、医師

等の働き方改革としても有効であると考えており

ます。 

○三島（良）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 質疑は終わりますが、まだまだコ

ロナ禍が続く予測も出ているところでございます。

難しい財政運営、また執行に対しても、難しい運営

等が予測されますが、予算可決後速やかに市民サ

ービスの充実のために、適宜執行していただきま

すようお願いを申し上げまして終わります。 

○三島（良）委員長 次に、共産党市議団田中肇委員。 

○田中（肇）委員 共産党市議団の田中肇でござい

ます。会派を代表して質問いたします。 

 最初の質問は、予算編成に対するコロナ禍の影

響について、一般会計について３点、病院会計につ

いて２点お伺いしたいと思います。 

 まず、一般会計についてですけれども、一般会計

予算を編成される上で、コロナ禍の教訓をどのよう

に生かされたかについて、具体的には、一般質問で

もるる取上げられましたので、重なる部分もあるん

ですけれども、通告のとおり聞かせていただきます。 

 まず一つ目は、市民がＰＣＲ等の検査を無料で

受けられる検査体制を確保できる予算になってい

るのかどうか伺います。 

○三島（良）委員長 上定市長。 

○市長（上定昭仁） コロナ禍において、感染が疑

われる方や濃厚接触者など検査が必要な方が、速

やかに検査を受けられる体制を維持確保すること

が重要と考えております。 

 令和４年度当初予算には、地域のかかりつけ医と

連携して検査を実施する松江地域検査センターの

安定的な運営、また、島根県への委託やその他の民

間検査機関を活用した行政検査の実施など、検査体

制の確保に必要な予算を計上いたしております。 

 なお、感染の不安を感じて検査の受検を希望さ

れる方のために、島根県が実施している無料のＰ

ＣＲ等検査につきましては、次年度の実施の可否

については現時点ではまだ決まっていないと伺っ

ているところでございます。 

○三島（良）委員長 田中肇委員。 

○田中（肇）委員 感染が判明された方や濃厚接触

者で、自宅療養あるいは待機を強いられている市

民への支援策については、予算化がどのようにさ

れているのか伺います。 

○三島（良）委員長 足立健康部長。 

○健康部長（足立保） 先日の本会議でもお答えい

たしましたとおり、自宅療養者につきましては、希

望者に対して衣料品やマスク、使い捨て手袋など

の衛生用品が入った自宅療養セットを自宅まで配

布し、生活面での支援を行っております。 

 この自宅療養セットにつきましては、国の交付

金が充てられる島根県の予算により調達いただい

ております。 

 自宅療養者の方が安心して療養生活を送れるよ

う、今後も島根県と協力して対応してまいります。 

○三島（良）委員長 田中肇委員。 

○田中（肇）委員 一般会計について最後ですけれ

ど、その国や県の施策で支援が届かない市民に対

する支援措置、具体的には、例えばまん延防止措置

による補償対象にならない業種への支援、これも

るる説明はあったんですけれども、どのように予

算化されているかについて伺います。 

○三島（良）委員長 森原産業経済部長。 

○産業経済部長（森原透） 一般質問で三島良信議

員にもお答えをさせていただいております。 

 本市独自の取組として、全業種を対象とした松

江市事業復活支援金を創設し、売上げが減少した

市内の事業者のうち、国の制度の適用対象となら

ない事業者に対して支援金を給付することで、事

業継続を後押ししてまいりたいと考えております。 

 また、製造業につきましては、現在策定中の第４

期ものづくりアクションプランにおいて、ＩＴ導

入や新商品・新分野チャレンジの支援制度を拡充

する予定であり、観光業に関しては、観光需要のＶ

字回復を目指し、即効性のある宿泊割引キャンペ

ーンなどを実施するための予算を計上させていた

だいております。以上です。 

○三島（良）委員長 田中肇委員。 
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○田中（肇）委員 それで、この財源のことでちょ

っと一つ教えてほしいんですけれど、野津議員の

一般質問に対するお答えで、金額のお答え等もあ

ったと思うんですが、コロナに関連してくるお金

というのは、国の事業として来るお金、だから使途

が決まったお金とか、県を通じて来るお金とか、市

に直接来るお金とかいろいろあると思いますし、

自由に使途が決められるものとか、使途が決まっ

ているものとかいろいろあると思うんですけれど、

一般質問の中で金額があって、訂正後で６億円程

度みたいな話があったと思うんですけれど、それ

っていうのは、市に直接来るお金で、しかもかつ使

途が決まっていない自由に使える財源というふう

に理解してよろしいんでしょうか、それともちょ

っとこれは勘違いになりますか。もし、教えてもら

えるなら教えてください。 

○三島（良）委員長 山根政策部長。 

○政策部長（山根幸二） 先般申し上げましたコロ

ナ交付金の６億5,000万円というのは、コロナ対策

として国から交付されて、市のほうでその用途で

あれば使えるお金ということでございます。 

○三島（良）委員長 田中肇委員。 

○田中（肇）委員 ６億円と言っても、市民に全部

分ければ１人3,000円程度になってしまうんです

けれども、ぜひ工夫していただいて使っていただ

きたいと思います。 

 それでは次、病院事業会計予算について伺います。 

 この２年余りの感染症対策の医療及び通常医療

の御努力に本当に敬意を表したいと思いますが、

２年以上が過ぎて教訓や課題も一定明らかになっ

てきていると思います。病院事業会計予算編成を

行う上で、コロナ禍の教訓をどのように生かされ

たのかお伺いいたします。 

○三島（良）委員長 入江市立病院院長。 

○市立病院院長（入江隆） コロナ禍の教訓をどの

ように生かしたかでございますが、国や保健所等

の指導に対して機動的に即応できる体制の維持が

重要であるとの教訓から、当初予算については、新

型コロナウイルス感染症の新たな変異株流行など、

予期せぬ事態が生じた場合にも対応できることを

念頭に編成いたしました。 

 新型コロナウイルス感染症に関する医療及び検

査などの費用は、診療報酬及び国、市による公費に

よって全額を賄っており、当院の持ち出しはござ

いません。 

○三島（良）委員長 田中肇委員。 

○田中（肇）委員 御答弁丁寧にありがとうござい

ました。 

 次ですけれど、新型コロナウイルス感染症以外

の一般診療の受診控えによる減収というのは想定

しておられるんでしょうか。あるとすればどのぐ

らいで、どういう対策を考えておられるのか見解

を伺います。 

○三島（良）委員長 入江市立病院院長。 

○市立病院院長（入江隆） 新型コロナウイルス感

染症流行前の令和元年度と比較したとき、令和２

年度が入院、外来収益、患者数において最も落ち込

みが大きく、収益で5.6％、患者数で10.7％の減少

が見られ、受診控えによる影響があったものと考

えております。 

 また、令和３年度の現状においても、令和元年度

までの収益、患者数の回復には至っておらず、１月

時点で収益が2.2％、患者数が7.7％の減少となっ

ております。 

 令和４年度の予算につきましても、コロナ禍前

までの収益、患者数の回復は見込めず、一定程度、

新型コロナウイルス感染症の影響が続くものと考

えており、今年度の実績をもとに、同程度の編成と

しております。 

 減収対策への取組については、岩本委員にお答

えしたとおり、急性期病院としての医療提供体制

の充実による収益性の向上と業務効率化による経

費節減に取り組んでまいります。以上です。 

○三島（良）委員長 田中肇委員。 

○田中（肇）委員 やはりまだ影響は続いていると

いうことですけれども、市民の医療の支えとして、

ぜひまた御努力をお願いしたいと思います。 

 それでは次のテーマですが、エッセンシャルワ

ーカーの賃金引上げについて、これも一般質問で

も取上げられたんですけれども、介護職員、それか

ら保育士、学童保育指導員の処遇改善、これが今年

２月から９月分までは国の令和３年度補正におい

て全額国負担、ただ10月以降分については予算化

が必要という事態となっております。 

 一般質問の中では、介護職員については９月ま

では県が、10月以降は市が取りまとめる、保育士に

ついてはいずれも市のほうで担当するというお話

もあったわけですけれども、この10月以降の分に

ついて、当初予算で予算化されているかどうかに

ついて伺います。 

○三島（良）委員長 林子育て部長。 

○子育て部長（林忠典） 処遇改善につきましては、

10月以降も同様に収入を３％引き上げることとさ

れておりますが、財源については、介護職員は臨時

の介護報酬改定、保育士は公定価格の改定、それか

ら放課後児童支援員は子ども・子育て支援交付金

での対応となります。 

 そうなりますと、市の負担分が生じますことか

ら、改めて御審議をしていただく必要がございま

すので、令和４年度当初予算ではなく、補正予算に

計上する予定でございます。 

○三島（良）委員長 田中肇委員。 

○田中（肇）委員 よくわかったんですけれども、

これすごく今大事な、エッセンシャルワーカーの

賃金引上げということなので、本来やっぱり当初

で大きく取上げてやるべきものなのかなという気

もするんですけれども、残念ながら補正に回った

というのは、何か具体的な事情があって、それとも

時期の問題とか、何かそういうものがあったんで

しょうか。 
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○三島（良）委員長 林子育て部長。 

○子育て部長（林忠典） ３％程度引き上げるとい

うことにはなっておりますが、10月以降、どういう

算出根拠のもとに３％になるのかといったような、

本当に詳細なところがまだわかっておりませんで、

例えば、保育士でいいますと、公定価格のどの部分

に盛り込まれるのかといったような、ちょっとそ

ういった詳細なところがわからないところもあり

ましたので、補正とさせていただくことにいたし

ました。 

○三島（良）委員長 田中肇委員。 

○田中（肇）委員 それでは、三つ目のテーマに移

ります。 

 職員定数増というのが、今議会に松江市職員定

数条例の一部改正という形で提案されて、市長の

事務部局及び消防体制強化のための職員定数増が

提案されているわけですけれども、ちょっとこれ

も私まだよくわかってないので質問なんですけれ

ども、ただその枠がふえたからといってすぐ人が

ふえるのかどうかという、ちょっと別のような問

題のような気もしますし、ただ一つ目に消防体制

強化のための、いわゆる指揮隊をつくるための10

名の定数増ということになると、もう令和４年度

中に10名の指揮隊というのは、もうできるような

気もしますし、そうするとそれは兼務発令みたい

なことで取りあえずされるのか、まさか一挙に10

人採用ということでもないと思うので、そこらあ

たりどういう形で、枠がふえたということが、将来

的になっていくのか、予算的にはどういうふうに

なっているのかそこら辺りを教えてください。 

○三島（良）委員長 堀江消防長。 

○消防長（堀江剛） 消防体制強化につきましては、

消防の現場対応力をさらに高める必要性から、指揮

隊の編成に向けて体制強化を図るものであります。 

 新年度当初に見込んでいる３名増の職員を活用

して、指揮隊の体制をスタートさせ、随時増強を図

ってまいりたいと考えております。 

 人件費の予算案は、予算編成時点、毎年11月１日

の職員の配置状況をもとに、退職、新規採用等の見

込み、会計年度任用職員の配置予定等を勘案して

算出しております。以上です。 

○三島（良）委員長 田中肇委員。 

○田中（肇）委員 よくわかりました。 

 もう一つが市長の事務部局の職員定数増、約40

名ということで枠がふやされるんですけれども、

この40というのはどういう検討過程というか積算

過程というか、そういう過程を経て決定されたも

のなのか、予算措置的にはどういうふうになるの

かそこら辺りを教えてください。 

○三島（良）委員長 小村総務部長。 

○総務部長（小村隆） まず、各部署の職員配置に

つきましては、午前中津森委員の御質問に市長がお

答えしたとおり、新年度の事業の増減見込みや事務

量等を考慮しまして、各施策が着実に実施できる体

制の拡充を予定しているところでございます。 

 なお、人件費の予算は消防本部と同様に、予算編

成時点の各部署の職員の配置状況をもとに退職、

新規採用等の見込み、会計年度任用職員の配置予

定等を勘案して算出しております。 

 お尋ねの40人の枠のお話でございます。 

 これは、どこの自治体もでございますが、本会議

でも答弁していますが、ある程度弾力性を持たせ

ております。 

 ただ定数条例で、そこに定数条例の範囲に入り

ますのは、常勤の正規職員でございます。会計年度

任用職員でもフルタイムで働いていただいている

方はおられますけれども、これは入りません。 

 ただその常勤の正規職員でも、月によって、育児

休業を取得する職員はそこからカウントが外れま

す。あるいは年度中途の繁忙対策で、任期付職員を

採用する場合は、１名また加わるという形になり

ます。ですので、月ごとに、そこは職員数というの

は動いております。ですので、今回はある程度幅を

持たせていただいて、今のところの見込みですが、

40人増やさせていただくうちの半分の20名程度は、

４月の組織改編の中で増員をかけるという予定に

しております。以上です。 

○三島（良）委員長 田中肇委員。 

○田中（肇）委員 今のもよくわかりました。あり

がとうございました。 

 最後のテーマ国保会計。 

 これすいません、いつもこだわって私ずっとこ

れ聞いているんですけれど、基金を使った人間ド

ック支援事業への新型コロナウイルス感染症の影

響です。 

 また、国保加入者のドック受診率に所得階層に

よる格差があってはならないと考えているもので

すから、今日資料も出していただいてありがとう

ございます、現状について伺います。併せて、所得

の低い層のドック受診率向上のための施策の予算

化のお考えはないか、見解を伺います。 

○三島（良）委員長 吉田市民部長。 

○市民部長（吉田紀子） 令和４年度の人間ドック

の応募状況につきましては、定員枠を超えて応募い

ただいておりまして、数字の上から、いわゆる受診

控えは認められず、新型コロナウイルス感染症の影

響は顕著になっていないものと考えております。 

 田中肇委員の御質問の、所得階層別の人間ドッ

ク受診率は把握しておりませんが、把握しており

ます応募状況を申し上げますと、お配りしており

ます資料のとおり、比較的所得の高い層である総

所得金額600万円超の方1,338人のうち応募者が

126人、9.4％、600万円以下で課税世帯の方、１万

9,551人のうち応募者が2,314人、11.8％となって

おります。特に比較的所得の低い層である非課税

世帯の方１万2,491人のうち応募者が699人、5.6％

となっております。 

 一方で、40歳の方には、全額助成により無料で人

間ドックを受診いただいておりますが、その応募

状況においても、やはり同様の傾向が見てとれる
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というところがございます。 

 したがいまして、人間ドック受診に対するその助

成の有無だけが、受診率の向上に寄与しているわけ

ではないと判断しておりますので、引き続き人間ド

ックの重要性というものを訴えることで、受診率の

向上につなげてまいりたいと考えております。 

○三島（良）委員長 田中肇委員。 

○田中（肇）委員 先ほども言いましたように、こ

の率にこだわってずっと聞き続けているんですけ

れど、この基金を使って人間ドックの補助をする

というのは、ちょっと私の今のうろ覚えでは、単年

度5,000万円ぐらい基金から使って、５年間で２億

5,000万円ぐらいの額を基金取崩して使うんだと。 

 最初の年も確かこの非課税世帯は６％程度で、

だけれども、今後収入のない人もできるだけドッ

クを受けてもらえるように、医療費を削減すると、

健康を維持して医療費を削減するための制度だと

いう御説明があって、そのときにはぜひ全ての所

得階層で同じぐらいの、せめて同じぐらいの受診

率になるということを期待してというやりとりを

し続けてきたんだと思うんですね。 

 ただやっぱり６％ぐらい、非課税世帯の方。それ

で、これは様々な要因があると思います。先ほどお

っしゃった要因もあると思いますが、私が肌身で

感じている要因は、病院の窓口で払う金がないか

ら、ドックに行ったって、ドックに行って悪いとこ

ろが見つかったって、自分は病院に行けないんだ

という人がかなりおられます。みんながそうとは

言いませんよ。だから、そういうことをぜひちょっ

と考えてみていただきたい。 

 この制度も、最初の説明で５年やりますと、

5,000万円で、５年で２億5,000万円使いますとい

う、ちょうど今度が折り返し点になるわけですか

ら、やはりＰＤＣＡを回していただいて、ドックを

受けて、医療費を抑制していくというのは正しい

目的なわけですから、ぜひ、みんなが受けられるよ

うな工夫をしていただきたいという願いで２番目

ですけれども、基金の使途について、この人間ドッ

ク支援事業に限るのではなくて、加入世帯のニー

ズを調査して検討していただきたいと思いますが、

見解を伺います。 

○三島（良）委員長 吉田市民部長。 

○市民部長（吉田紀子） 田中肇委員からも御指摘

ございましたが、基金の設置目的は、医療費の増嵩

による急激な保険料増額を招かない安定的な国保

財政運営を確保することにある。そこで、令和元年

度には約1.1億円を取崩し、保険料の据置きにも対

応しているという実態もございます。 

 今回、令和２年度から、保健事業に限って、限定

して活用しておりますが、これはやはり被保険者

の健康増進を図ることで、医療費の抑制をし、保険

料の増額につながらないことを目的として実施し

ているものでございますので、基金の使途はみだ

りに拡大すべきものではないと現在のところは考

えております。 

○三島（良）委員長 田中肇委員。 

○田中（肇）委員 これで終わるんですけれど、い

つもみだりに目的を拡大しないという御答弁なん

ですけれど、私はみだりに拡大してほしいと言っ

ているんじゃなくて、低所得層の方ほど病院に行

きづらく、重症化してから病院にかかったんでは

余計医療費がふえることになるから、だから目的

を拡大しなくても、やっぱり何か方法はあるんじ

ゃないかという趣旨で申し上げておりますので、

またすいませんが御検討をお願いしたいと思いま

す。以上で終わります。 

○三島（良）委員長 以上で総括質疑を終結いたし

ます。 

 続いて、各会計質疑を行います。 

 初めに、議第41号「令和４年度松江市一般会計予

算」について、歳出から質疑を行います。 

 第１款議会費及び第２款総務費について質疑は

ありますか。 

  〔「なし」との声あり〕 

○三島（良）委員長 質疑なしと認めます。 

 これをもって第１款及び第２款に対する質疑を

終結いたします。 

 次に、第３款民生費から第５款労働費について

質疑はありますか。 

  〔「なし」との声あり〕 

○三島（良）委員長 質疑なしと認めます。 

 これをもって第３款から第５款に対する質疑を

終結いたします。 

 次に、第６款農林水産業費及び第７款商工費に

ついて質疑はありますか。 

  〔「なし」との声あり〕 

○三島（良）委員長 質疑なしと認めます。 

 これをもって第６款及び第７款に対する質疑を

終結いたします。 

 次に、第８款土木費及び第９款消防費について

質疑はありますか。 

  〔「なし」との声あり〕 

○三島（良）委員長 質疑なしと認めます。 

 これをもって第８款及び第９款に対する質疑を

終結いたします。 

 次に、第10款教育費から第14款予備費について

質疑はありますか。 

  〔「なし」との声あり〕 

○三島（良）委員長 質疑なしと認めます。 

 これをもって第10款から第14款に対する質疑を

終結いたします。 

 以上で、歳出についての質疑を終結いたします。 

 続いて、歳入について質疑を行います。 

 第１款市税から第13款交通安全対策特別交付金

について質疑はありますか。 

  〔「なし」との声あり〕 

○三島（良）委員長 質疑なしと認めます。 

 これをもって第１款から第13款に対する質疑を

終結いたします。 

 次に、第14款分担金及び負担金から第17款県支
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出金について質疑はありますか。 

  〔「なし」との声あり〕 

○三島（良）委員長 質疑なしと認めます。 

 これをもって第14款から第17款に対する質疑を

終結いたします。 

 次に、第18款財産収入から第23款市債について

質疑はありますか。 

  〔「なし」との声あり〕 

○三島（良）委員長 質疑なしと認めます。 

 これをもって第18款から第23款に対する質疑を

終結いたします。 

 以上で、歳入についての質疑を終結いたします。 

 次に、第２表継続費から第５表地方債について

質疑はありますか。 

  〔「なし」との声あり〕 

○三島（良）委員長 質疑なしと認めます。 

 これをもって第２表から第５表に対する質疑を

終結いたします。 

 次に、第６条一時借入金及び第７条歳出予算の

流用について質疑はありますか。 

  〔「なし」との声あり〕 

○三島（良）委員長 質疑なしと認めます。 

 これをもって第６条及び第７条に対する質疑を

終結いたします。 

 以上で議第41号議案についての質疑を終結いた

します。 

 続いて、議第42号「令和４年度松江市国民健康保

険事業特別会計予算」から議第49号「令和４年度松

江市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算」

まで議案８件について一括して質疑を行います。

質疑はありますか。 

  〔「なし」との声あり〕 

○三島（良）委員長 質疑なしと認めます。 

 これをもって議第42号議案外議案７件に対する

質疑を終結いたします。 

 続いて、議第50号「令和４年度松江市水道事業会

計予算」から議第54号「令和４年度松江市病院事業

会計予算」まで議案５件について一括して質疑を

行います。質疑はありますか。 

  〔「なし」との声あり〕 

○三島（良）委員長 質疑なしと認めます。 

 これをもって議第50号議案外議案４件に対する

質疑を終結いたします。 

 ただいま議題となっております議案14件の詳細

審査につきましては、お手元にお配りしておりま

す分担・委託表のとおり、それぞれ各分科会に分

担・委託いたします。 

 このほか、議第30号「令和３年度松江市一般会計

補正予算（第11号）」及び承認第２号「専決処分の

報告について（令和３年度松江市一般会計補正予

算（第10号））」の詳細審査につきましてもそれぞれ

各分科会に分担いたします。 

 本日はこれにて散会いたします。 

  〔午後１時44分散会〕 

 

 


